

























本稿 で取 り上 げ るセマ ウル運動 は,1970年代韓国における代表的な農業 ・農
(1}
村政策 のひ とつであ った。76年に李 萬甲氏が農民 を対象 にお こな った ア ンケー
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卜調査 によると,「71年に比 べて生活水準が改 善された理 由」 として最 も多 く
挙げ られた項 日が 「稲新 品種開発」 で,っ いで 「セマウル運動 」第3位 が 「新
(2)
しい換金作物」 であ った。農民 の印象 において もセマウル運動 の評価 は高か っ
た といえ る。 そ して後 に述べ るように,稲 新品種や換金作物 が新 たに導 入 され
る過程でセマ ウル運動 は一定の役割 を演 じている。 したが って,セ マウル運動
に対す る農民 の評価 は,潜 在的 には この調 査結 果以 .ヒの ものであ ったとい うこ
とがで きる。
72年10月に朴正煕大統領 は憲法停 止 ・国会解散 を内容 とす る特別宣 言を行
い,ま た非常戒厳 令を布告 した。以後79年 の朴人統領射殺 まで,「維新体制」
と名付 け られた独裁的な政治運営 が行われた。「卜月維新 」の翌年 の年頭記者会
見において朴大統領 は,「卜月維新 はすなわ ちセマウル運動であ る。セマウル運
(3)
動 は1・月維新 である。」 と表明 した。朴大統領 は同 じ席上 で,「碗化学1業 化宣
の
言」を も行 っている。朴政権は,後 者を通 じて経済成長の追求 と 「朴政権なり
ゆ




では,こ れまでセマウル運動 に対 してはいかなる評価が下されてきたのであ
ろうか。
まず,セマウル運動の 「正史」ともいえる韓国内務部 「セマウル運動10年史』
では,例 えば 「期待以上の実績を上げたことでセマウル運動は農村 に根を下ろ
し,10年という短い期間にわが国農村での農業革命,文 化革命,精 神革命の基
(6)
盤 を堅 めるの に人 きく寄与 した」 と して,当 然 ではあ るが セマウル運動 の成果
を高 く顕揚 している。実際内務部 の挙 げた数値 によると,セ 要 な19の 「セマウ
ル 事業」 の うち80年 時点 で当初 の目標以上 の進捗度 を示 してい る ものが9っ
(77
にのぼ ってお り,こ の数値 を見 る限 りで はか な りの実績を挙 げた と評価 す るこ
とがで きる。
($}
ただ し,「セマウル運動 は少 なか らず官 主導 によって推進 された」とい う問題
(1?0) 1970年代韓国農村 におけるセマ ウル運動 の展開過程3
点 も内務部 自身が指摘 してい る。 とはいえ これ に対 して は 「この運動 を自 らの
ための運動nら の家族 ・職場 ・地域社会 のための運動 として発展 させていか
なければない らないC9)と述べ るのみで濃 民 に主体性 が欠 けていた勧1こ 「官
t導」にな らざるをえなか ったという同義反復 的な理解 しか持 ち合 わせて いな
か ったようである。またあ る論 文で も,セ マウル運動 に対 して 「官製国民運動」
あ るいは 「政府官吏 によ る強制動 員」 とい った批 判があることを紹介 して いる
が,そ の要因 と して は 「セマウル運動が地 方公務員の昇進運動 の標的 にな って
(1Q)
きた」 といういわば行政管理上の欠陥を指摘するに留 まっている。政府の期待




の順調 な蓄積 を保証するための農村政策であ り農民動員政策である」,具体的
には 「セマウル運動の1'要内容は独占企業の短期的 ・長期的市場拡張 と国内資
本調達,『営農資金』回収などと密接に関連 している」というのがその代表的な
ものであ老1号.セマゥル運動 の過程で農村での工業製品(生 産財 ・消費財)に 文f
す る需要が拡大 し,ま た貯蓄額 が増人 して,そ れが韓国 での資本蓄積を促進 し
た というのは注 目に値す る指摘であ る。なぜ な ら従来 の評価 では,70年代韓国
の重化学工業化 は外 資導 入 と輸出指向 」二業化政 策によ って達成 された と言われ
て きたか らである。 本稿で もこの点 を,ふ たっあの論点 として具体 的に考察 し
たい。
ただ し,国 内農村 市場 の拡大 とい うだけの 目標であれば一般 のスペ ンデ ィン
グ ・ポ リシー(公 共事業や価格政策)に よ ってで も実現が 口∫能であ る。韓 国政府
が 「運動」 とい う固有 の政策手段を通 じて実 現 しよ うと した もの は,そ れ とは
別 の ところに求 めな ければな らないであ ろう。本稿で取 り扱 うべ き第三の論点
であ る。
「多 くは内外独 占資本 と地 主の ため に少 しくは少数の富 農のため に,農 民 た
(12)
ちの労働力 ・土地 ・現金などが無償で提供 された」 という説明が第三の論点を
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考 える際 に人 きな示唆 を与えて くれ る(た だし,地主 ・富農といった農村階級構成
の実態にっいては別途検討を加えなければならないが)。 とす る と今度 は,ど うして
農民 た ちは労働 力な どを 「無償 で提供」 したのか,と い う新たな疑問が生 じて
くる。「維新体制は(中 略)農 民 たちの 自主的参 与を無視 したまま強圧 的にセマ
(13)
ウル運動を展開 した」とい う説明 も可能で はあ るが,「強圧」で もってすべてを
説明 しきれるほど事態 は単純ではなカ・ったと思わ総 とくに上に示 したよう
にか な りの 「セマウル事業」 が当初 の目標以上 に進展 した ことを 「強圧」のみ
で説明す ることは無理であ ろう。農民 がセマ ウル運動 に対 して一定程度 の積極
性 を見せた とすれば,そ のイ ンセ ンティブはどのよ うに して形成 されたのであ
ろ うか,こ れが第四の論点 となる。
…見す ると第一の論点 と第四の論点 は矛盾 す るかの ように思われ るが
,時 間
の経過 とと もに 「官 主導」「農民 の積極的参加」とい うそれぞれの側面 に濃淡 が




されているので,そ れ らを利用 してセマウル運動の展開過程を洞里レベルでの
変化に即 して動態的に把握することを試みる。
(1)セ マ ウル運 動 はまず農村 にお いて開始 され たが,す ぐに都 市 ・Il場・学 校 な ど
へ も対象 領域 が拡 大 され て い った。 本稿 で は原 則 と して農 村 セ マ ウル運 動 の みを
指 して セマ ウル運動 とい う表現 を川 い ることにす る。
(2)李 萬11{*『韓国農 村社 会研究』1981年,294頁参照 。なお*印 は朝鮮語 文献 で あ
る ことを示 す(以 ド同様)。
(3)1973年1月12日 年頭記 者会 見 よ り。ハ ン ・ドゥヒ ョン*r国 家権 力 の農 民統制
と動 員政 策 一セマ ウル運 動 を中心 に 一」 韓国 農漁 村社 会研究所 編 『韓国農 業 ・農
民問題 研究(n)』1989年al44頁よ り再引用。
(4)法 政 大学比 較経 済研 究所/小 林謙 一 ・川上 忠 雄編 『韓国 の経 済開 発 と労 使 関係
一、汁1由iと政策』1991年,法政 大学 出版局,第3篇 第2章,204頁(鄭 章淵 稿)参 照 。
(」)同 上 書,205頁よ り引 月La
(6)内 務 部*『 セマ ウル運動10年 史』1980年,234頁よ り引用。
(7)内 務 部*『 セ マ ウル運動10年 史(資 料 篇)』1980年,18・19頁参照。
CIG8) 1970年代韓国農村 におけるセマ ウル運動 の展開過程5
(8)前 掲 『セ マウル運 動10年 史』602頁よ り引用。
(9)同 上 書,603頁参照 。
(10)韓昇助*「 セマ ウル運 動の政治哲 学 」ソウル大学校 セ マ ウル運 動綜 合研究 所 『セ
マ ウル運 動 の理 念 と実 際』1981年,125・126頁参照 。
(ll)ハン ・ドゥヒ ョン,前 掲 論文,149・150頁参照 。なお,こ こで い う 「営農 資金」
とは農協 か ら農民 に貸 し付 け られ た資金 を指 して お り,70年 前後 には回収率 の低
ドが問題視 され て いた(同,142頁 参照)。
(12)(13)同一L論文,150頁よ り引川。
(14)この点 で,セ マ ウル運動 に関 して 「われ われの周辺 には農 民 の 豆体 性 を忘却 し
た認識 が横行 してい る」とい う馬淵 貞利氏 の指摘 は 重要で あ る(「1970年代 にお け
るセマ ウル運 動 と韓国農 業 一セマ ウル運 動 の一考 察 司 『東京学 芸大学紀 要第3部
門社 会科学」 第35集,1983年12月,240・241頁参照)。
(15)洞里 は,申 央政府 一一道 郡 一邑面 と連 な る地 方行政 団体 の最 末端 単位 を指す 呼
称(行 政 洞 里 と呼 ばれtそ の長 は邑面長 によ って任命 され る)で あ ると同時 に 「自
然 部落」 を指 す ときに も川 い られ る言葉 で もあ る。 なお,「セ ・マ ウル運 動」 のマ
ウルは 「自然 部落」 あ るいは 「集落 」を指 して い る(セ は 「新 しい」 の意)。行政
洞 里の なか に2～3個 の 「自然 部落」が含 まれ るのが一般 的で あ るとい う説 明が な
された時 期 もあ った(以L,崔 在錫*『 韓国 農村 社会研究 』1975年,66・67頁参
照)。た だ しこれ は,68年時 点 の郡 部 の行 政 洞 里数17千 個弱 を 前提 と した もの
(同上 書,74頁参照)で あ る。70年代 に入 ると行政洞 里数 は増 加 し,77年には郡 部
の行 政洞 里数 は35i個 弱(以1_,経 済企 画院*『 韓国統 計年鑑 』各年版 参照)と
2倍以 上 に増加 して い る。70年代 に は行政洞 里 と 「自然 部落」 の範囲 が一致 す る
ケー スが 支配的 にな った と考え られ る。 なお,上 の行 政洞 里数35干 個 弱 は毎年 の
セマ ウル運 動参 加 マ ウル数 とほぼ一致 してい る(前 掲 「セマ ウル運動10年 史(資
料篇)』,17頁参照)。
第1節 セマウル運動の前提条件の形成
以 下では3つ の事項 にわた って,60年代の農業政策 および農業 ・農村 の実態
の特 徴点 を説明す る。これ らはすべて,70年代 セマ ウル運動 の展開過程 におい
て重要 な前提条件 として機能 してゆ くことになるので ある。
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(1)
1)農 村階級構成 の同質化
1950年の 「農地 改革法施行令」交付 に よ って韓国 での農地改 革が開始 され
た。途 中朝鮮戦争 に と もな う混 乱が あ った ものの,57年に農地改 革 は完Jし
た。 この結果,1945年・49年時点でそれぞれX3.4%・40.1%であ った小作地率
は57年 に は4.5%に激減 して いる。 また,総 農 家 に 占め る自作農 の比率 は45
年,49物 そ れ ぞ れ13.8%・36.2%から57年 に は88.1%へと急 増 しで い(馨濃
地改革の結果,地 主的土地所有 は基本 的には消失 し,ま た階級 と しての地 セ層
も消滅 した。
ただ し,小 作地率 の低 さおよびrI作農比率の高 さは,こ の57年 が いずれ も
ピークであ り,その後 それぞれ増加/減 少傾向を示 してい る。そ して70年 には
小作地率17.2%,自作農比率66.5%を記録 してい(3)。
こうした小作地 ・小作農 の 「再生」 の原因 と しては,朝 鮮 戦争による農 業生
産基盤 の破壊,分 配農地代価 の現物償還(イ ンフレの利益を41:受できす)お よび臨
時十地取得税の負担過重,そ して アメ リカか らの余剰農産物援助 にともな う農
産物価格の低迷 といった点が従来指摘 されてい る。さらに朴珍道氏 は,「下層農
では自作農 の没落が,上 層農 では借地 によ る規模拡人 が,相 対 的に重要 なウェ
(q}


















〈 資料 〉 農 水産部 ・農業振 興公ネ{.*『農業基盤助成 事業統 計年 報』1980・1981
年版
く注>1)()内 は各5年 間で の増減率 を示すC
2)1=記81年版 『年報』 で水利安全蕾 の統計数値が過 去にさかの ぼ って
大幅 に改訂 されてい る。本表 は改訂後 の数値 を川 いた。
(166) 1970年代韓国農村におけるセマウル運動 の展開過程7
が進行 した点 に も注 目 して いる。耕作規模別 の総耕作面積 の推移(60年～70年)
を見 ると,1～2ha層が11.0万ha増で もっとも増加面積が大 きく(増 加総面積
の47%),その うち小作地が60%を 占めていた。 すなわち,1～2ha層が 「自小
くの
作前進」 を担 った室要 な階層であ った といえ る。
こうした 「自小作 前進」型の経営規模拡大を 口∫能 に したのが,零 細農層 の土
地喪失 とともに,総 耕地面積の拡 大で あった。第1表 で5年 ごとの総耕地面積
の増減 を見ると,60年前半の増加率が飛 び抜 けて大 きい。60年代後 半には増加
率が小幅に留 ま りf沓(水 田の意)面 積 は減少 に転 じている。
1961年にクーデ ターによ って政権 を奪取 した朴正煕 は,「農漁村高利整理法」
儂 産物価離 鰍 」i米緻 府買入制の論 あるいは 「醗 暇 翻 」樋 じ
ての農村 の生産 基盤拡充な ど,一 連の 「重農的」 な経済政策を打 ち出 していっ
た。「重農政策」は,農 村部での政権 支持基盤確保 とい う政治的 目的のためばか
りでな く,「第1次 経済開発5ケ 年計1由i」(62年開始)の 当初 に目論 見 られてい
た,国 内資本を動員 して国家資本を創設 しそれをて こに資本蓄積を押 し進め る
とい う,「民族t」 的経済 開発戦略の一ヒか らもF#'一_要な政策課題 と して位置づ け
られて いた。「四月革命」に対す るいわば反革命 によ って政権 の座 につ いた朴大
統領 に とって は,生 活 水準 の向上やナ シ ョナ リズムを強調 し,「革命」の継承者
と して 立居 振舞 うことが政権 の正統性 を確保 す る うえで必要不 可欠 な ことで
あ った。 しか し結 果的 には,ア メ リカの1渉 によって こう した開発戦略 は白紙
にもどされ,64年 か らの 「第1次 経済 開発5ケ 年計画」の 「補完計画」では,
くわ
外資導入 ・輸 出指 向工業化路 線 が定着 して ゆ き,こ れ に と もな って,初 期 の
「重農政策」 も顧み られな くな ってい った と思われ る。




が らも同計画およびそれに続 く 「第2次 経済開発5ケ 年計画」(67年開始)期間
中にf韓 国の工業化 は急速に進展 していった。これにともなって,工 業部門そ
の他の非農業部門での就業者が急増 していった。 これに対 して農業部門では,
8商 経 論 叢 第28巻 第4号 Clfi5)
農家戸数 と農家 人口が,67年まで はほぼ増加傾向 にあ ったのに対 して,68年以
降減少 に転 じてい っった。
農家戸数 の増減を耕作規模別 に見てゆ くと,特 徴的な動 きを示 してい る。 す
なわ ち,以 後減少 に転 じるピーク年 に注 目す ると,そ れが最 も早か った0、5ha
未満 層 で は62年 で あ った の に対 して,最 も遅 か った1～1.5ha層は68年 で
あ った。耕作 規模別構成比 の変化 を見 ると,0.5ha未満層 は60年 の43%か ら
{g)
70年 に は35%へ と減 少 して い る。 これ に 対 して1～2ha層 は21%か ら26%へ
,
0・5～lha層は30%か ら33%へ と そ れ ぞ れ 増 加 を 示 して い る。2ha以 上 層 は
(lU)
6%でほぼ変化 がなか った。
この ことか ら,工 業化 に ともな う農外労働 力市場 の拡大に対 して まっ先 に反
応 したのが零細農層であ ったことが窺 える。先述 のよ うに,60年代 には自作農
ド層 の小作農 への没落 が進行 した といわれて い るが,こ の階層 の 多 くの部 分
が・ さ らに脱農 ・離村へ と向か ってい ったので ある。 ただ し,そ れ らがすべて
直 ちに安定的な就業機会を得 られたわけではな く,多 くの部分が都市雑業層 と
して堆積 し都市部 に新たな貧困問題 を発生 させ てい った。
経営 規模別 の小作地率 は,62年時点 では0.5ha未満層 が最 も高 く(いわゆる残
存小作地),耕作面積 が大 き くなるほどその数値が小 さ くな ってい る。 これに対
して68年 では,小 作地率が最 も高か ったの は1～1,5ha層で0.5～1ha層がそれ
　 　
に次 いで いる。0.5～1.5ha層は 「自小作 前進」型 の経営展開 によ って農業 ・農
村内部 にかろ うじて踏 み とどまれた階層であ った といえ る。
先に示 したよ うに,ま ず50年 代の農地改 革によ って 「範躊 と しての地 主」は
韓国農 村か ら消滅 した。 その後60年 代 を通 じて小作地率 は .,昇傾 向 にあ った
が7そ れ は 「範躊 としての地 室」の復活 ではな く,脱 農 ・離村者 による零細 な




(班常関係)を 再牛産 するたあの経済的基盤 として機能 してきた。 したがって農
地改 革以降,農 村での伝統的身分関係 は徐 々に希薄化 してい ったと考え られ
(lfi4) 1970年代韓国農村 におけるセマ ウル運動 の展開過程9




離村傾 向が強か ったとし1'3)?¥J.後者 は教育水準 が高 く,ま た櫛 顯 のための資
金力も豊富であるために,都 市での安定 した就業機会を得やすか ったと考え ら
れる。さらに加えて李氏は 「マウルの葛藤に介入 しやすい非伝統 セ義者と若年
くレの
の トラブルメー カー」 もまた この時期 に村落を離れ た,と 指摘 している。
このよ うに,50年 代 ・60年代 の農業政策 や経済変動の影響 を受 けて,60年
代末 ・70年代初 の農村 は,階 級 ・階 属構 成 か らい って も,ま た意識構造 か ら
い って も,そ れ以 前の時期に比べて より同質 的な性格を持 つ成 員によ って構成
されていた とい うことがで きる。
2)60年 代末における農業政策 の転換
農家戸数 ・農家人 口が1968年以降減少 に転 じた点を先 に指摘 したが,農 業
政策 の.ヒで も68年は大 きな転換点 とな っている。62年 に 「経済開発5ケ 年計
画」が開始 されて以降,成 果は ともか くも政策 目標 としては食糧f=体のrl給自
足 が設定 され続 けて きたのに対 して,68年以 降 は食糧全体で はな く,米 の増産
と自給 の実現 に政策 目標 が限定 され るよ うにな った。 それにかわ って畜産や商
(15)
品作物 の導入の奨励策 が展開 され ることにな る。
こうした政策転換 の直接 的な契機 と して は,ひ とつ には67年 ・68年に連続
して発生 した 早魅 に よ る米穀 の減 収(66年生産量に対 してそれぞれ一8.1%一
18.5%)が挙 げ られる。 この 早魅ののち,水 利事業 が急激 に拡 充されている。そ
して もうひ とっの契機 としては,ア メ リカか らの余剰農産物無償導入 の中 止を
指摘す ることがで きる。PL480・MSAな どを根拠 に1956年か ら開始 された
余剰農産物導入 が66年 で終了 し,67年 か らは長期借款 による輸入 に変更 され
ることにな った。 そ こで韓国政府 は,外 貨節約 とい う観点か らも農産物の自給
率向上を 目指す こととな ったのであ る。
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ただ し,外貨節約のためとはいえ国際競争力のない国内穀物生産まで保護 し
ては低労賃を武器 とする工業化戦略と翻鮪をきたすこととなる。 そこで,い わ
ば 「選択的拡大」作物 として選 び出されたのが先述 の米穀であ一,たといえる。
60年代を通 じて米穀の政府買入価格 は国際価格の7～8割程度にとどまってお
り・また卸売1陽 価格 も6・年ft後半には国際価格を 梱 る状況にあ鍵 .他の
穀物に比べて米穀は相対的に国際競争力を有 していたと考えられる。
米穀増産 業r1給化のために,政 策的には,ひ とっには前述のように水利事業
が集中的に実施 され,生 産基盤の拡充が図 られている。第1表 か らわかるよう
に,水 利安全沓面積の増加率では65～70年間での値が飛 び抜けて人 きいのは
そ鍼 果嬢 れである.なおに の膿 地改良糸酪 儂組)媛 船 鹸 比率は
急減 してお り,60年代末の水利事業が個人 や任意団体 によr,て行われた ことを
示 している。 そ して もうひとつの政策 と して,米 穀政府買L価 格 が急激 に引 き
上げ られて いる。2年 続 きのF諺魑 ・減収 に対す る応急措置 という側面 もあ った
が,1962年か ら76年 までの15年 間での5年 毎 の平均引!二率 と同時期の農家購
入品価格 上昇率 を比較す ると,62～66年および72～76年には両者はほぼ同一
水準 であ ったのに対 して,67～71年だけは後者14.5%に対 して前者22.5%と大
ロ 　　
幅 に}二回 っている。加 えて,政 府買入制 にお いて70年 か ら二弔価格制 が採用 さ
れてお り・ 米価 支持政策 と しての機能 を本格 的 に果 た しは じめるに至 って い
る。政府買人数 量比率 も71年か らは10%台 に達 して し1鷲。
こう して米穀増産政策 は積極化 した もののa他 の穀物 に対す る政策的手 当は
特 に施 されず,麦 類 ・雑穀類(飼 料用も含む)の 輸入量 は急激 に増加 してゆき,
国内で の生産 は停滞 した。 これ らの作物 に代わ って60年 代 に急速 に生産 を伸
長 させてい ったのが果樹 ・疏 菜 ・畜産 そ してCIの 特 用作物であ(20}。 いうま
もで もな くこれ らの作物 は都市部で拡大 しは じめた新 たな需要に対応 して生産
を伸 ば して い ったの であ る。政府 はこ う した農 村で の新 たな動 きに対応 すべ
く,68年か ら 「農漁村所得増 大特別事業」を開始 して いる。 この事業 は,農 民
が養蚕 ・畜産 ・商品作物 などを共同で栽培 す るために補助金や融資 を供給 する
ものであ る。第1期 事業で は全国90ヵ 所 の団地 が選定 され,さ らに 「第3次 経
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〈資料〉 人韓民国国務総揖1企齢 腋 室*r韓 【膿 協運↑}↑謂 ・{}・報 告醐1979年 ・320∫〔よ りt川1・
〈注 〉()内 はト月体総 数。
ぐ　の
済開発5ケ 年計 画」(72年開始)を 機 に137の団地が選定 されて いる。
以上 のよ うな60年 代末 にお ける一連 の農業政策 の実施 にと もな って,農 家
所得 はか な りの程度の上昇を遂 げてい る。1962～66年の5年 間で農家実質所得
の伸 びは一3.5%と減少 を示 したの に対 して,66～70年間 で は28.5%の急速 な
伸 びを記録 してい る。 さ らに都市勤労者 の実質所得水準 と比較 してみ ると,64
年以降徐 々に格差 が開 いて67年 に60.1%と最低 の水準 を記録 した後 は格差 が
(22?
縮 小 に 向 か い,70年 時 点 で は67.1%にま で 回 復 して い る。 な お,こ の 傾1`1】は70
年 代 に 人 って か ら も続 き,74年 に は100%の 水 準 を突 破 す る に い た る・
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3)農 村の組織化の進展
第2表 は,政 策誘導によって形成 された洞里 レベルの各種団体の70年代前
くヨの
半にお ける組織状況 を示 した ものであ る。 これ ら団体 の中 に はすで に50・60
年代 か ら存在 した もの もい くっかあ る。 セ要な団体 の組織化 の経緯 を以下で簡
(24)
iに紹介す る。
57年に制定 された 「農 事教導法」に基づ いて郡 単位 に農 事教導所が設 、γされ
た。 そ して農民 らを 「教導」す るために農 事教導所を通 じて洞[}1単位に組織 さ
れたのが,農 事改良 クラブ(経営 セ対象),生活改善 ク ラブ(婦 女ア対象)そ して
4-Hク ラブ(青少年対象)であ る。これ ら3団 体 の組織化 は順調 に進 み,60年代
末 には農 事改良 ・4-H両 ク ラブは29千個,生 活改 善 ク ラブは18千個 の水 準
に達 している。 なお,「農 事教導法」 が61年 に 「農村振興法」 に代替 された際
に,農 事教導所 は農村指導所へ と名称 が変更 されて いる。
保健所(保健社会部が管轄)傘Fの2団 体 の うち,婦 女教 室 は 「家族福祉の向 上
に寄 与」す るために67年 に設置が開始 され,ま たオモニ(母親の意)会(「家族計
画オモニ会」を略記したものと思われる)は ,家 族計画実践 のための教 育を実施す
るために68年以降 に 「韓国家族計 画協会」 によって設置が推進 されて い った。
唄洞開発委員会の設置 は,5$年に開始 された 「地域社会開発事業」にお いて
「示範 マ ウル」に指定 され た洞 里で組織 されたのを,そ の噛矢 とす る。示範 マ ウ
ル数 は58年 の12個 か ら62年には2,137個へ と増加 した ものの,全 洞 里数 に比
べればその事業範囲 は限定 された ものに留 ま って いる。62年以降 この事業 は,
前出 「農村振興法」 に基 づ く農村振興事業 の一環 であ る 「示範農村建設事業」
へ と継承 されてい った。
1957年に 「農業協 同組合法」 が制定 され,こ の法律 に従 って郡 レベル(郡 農
協)と 洞里 レベ ル(里洞農協)で の組織化が進 め られて い った。 なお この年 同時
に 「農業銀行法」が制定 され,植 民地期 の金融組 合が農,業銀行 に改編 された。
この時点 では農 協は信用事業 を営む ことがで きなか った。62年に 「農業協同組
合法」 が改訂 され,農 業銀行 と農協 とが統合 され,こ こには じめて総合農協 が
くゐ 　
誕生 した。62年時点ですでに里洞農協数 は2万 を超 え,組 合員 も全農家数の
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90%を超 え るに至 っていた。 しか し,甲 洞農協の規模が零細過 ぎるため・64年
か らは甲洞農協 を面 単位 に統 合す る指導 が行 われ るよ うにな り(第2表 での 「単
位農協」とは面単位農協のこと),73年に統合作 業が完 ゴしている。協同会 は,従
来の 甲洞農 協に替 わ って,面 単位農 協の 下課 職 として測1を 鞘1と して作 ら
れて い った もので ある。
再 建国民運 動傘下 の3団 体 につ いて は,そ の具体 的な内容 はよ く分か らな
い.た だ,マ ウル金庫 に関 しては,「1963年再建r眠 運動 の郷i=開発事業 と して
(26)
始め られ た」,と い う説明が なされている。
(1)こ の項 の記述 は朴珍 道 「戦後 韓国 にお け る地 斗{小作関係 の展 開 とそ の構造(1)
(H)」rアジア経 済』第28巻 第9号 ・第10号,1987年9・10∫L樹 仁浩 「韓国経
済 に お け る農 業の位 置1960年f覧と70年代 一」rア ジァ経 済』 第19巻 第7号 ・
1978年7月,を参照 した。
(2)(3)朴 珍道,同 上論文(1),3頁 を参照。 ただ し,45,49年の総 農家数 には被
雇傭 者農家 が含 まれて い る。
(4)同 ⊥二論 文,12頁 よ り引用。
(5)以 上 の数1直は,同L論 文,ll頁 よ り算 出。
(6)1954～56年に実施 され その後 中断 して いた。 ただ し,60年代 の政府 買入 制で は
政 府 買入数 量が生 産 屋に 占あ る比 率 は6～9%に と どま り,ま た売 買価格 差 は順 ザ
ヤで あ った。 生 産 者 米 価 支持 政 策 と して の性 格 は脆 弱 で あ った とい え る。 金畑
華 ・金兼鐸*『 経 済発 展 と米穀政策 』1984年,156・157,164・165頁参照 。
(7)以L}前 掲 『韓 国の経 済開 発 と労使 関係』第1篇 第3章(磯 崎典 世稿),第3篇
第1章(金 元 重稿)を,そ れぞ れ参照 した。










70年の数値 には 「耕種外 農家」 が含 まれ る。
以 上の数値 は,桜 井浩,前 掲 論文,39頁 よ り算 出。
朴 珍道,前 掲 論 文(1),18頁 参照。
以 上,朴 珍道,前 掲 論文(H),88・89頁参照。
(14)李萬甲 前掲 『韓 国農村 社会研 究』303頁参照。
桜 井浩,前 掲 論文,36頁 参照 。
金 畑華 ・金乗鐸 前掲 書,166頁を参照。
農 地改良 組 合 は,f地 改良 事業 の施Lお よび施設 の維 持管理 を行 う公共団 体。
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(18)桜井浩,前 掲論 文,46頁 を参照。
(19)金畑 華 ・金飛鐸}前 掲 書yl75・176頁参照。
(2⑪)桜井浩,前 掲 論文,44・45頁参照。
(21)谷浦 孝雄 嘱 掴 におGfる農村 政 策 の展 開 一1970fl{f℃の セ マ ウ ル運 動 を11心に
」rア ジア経 済』 第21巻 第10号,正980年10∫Lllr惨 照,
(22)桜井浩,前 掲論 文,45頁 を参照。
(23)・∫りll文献 に は調 査年次 が記載 されて いな い。農村 指導所 傘 ドの3闇 体 数 は73年
の統計 資料 の もの と…致 し(鄭 起換 ほか*『 マ ウル社会 集団 の組織 と変遷 」1987
年,24頁を参照),また作 目班 数 は75年 の統計 資料 の もの と 一致 す る(前 掲 『セマ
ウル運動10年 史(資 料篇)』36頁参照)。
(24)以 ドでの記述 で は,鄭 起喚 ほか,前 嬬,23～2順 ,お よび韓lk濃村 経済 研究 院
*『農 村 お よび農 業構造変遷 に関す る研 究』1991年S229～231頁を 参照 した、,
(25)この点 にっ いて は,チ ャン ・ウ ォ ンシク*r現 行農 協 の問題点 と改 勘1司 一韓 国
農漁村 社会研究 所,前 掲/ド韓国農 業 ・農Lく問題研 究(II)』且57～162頁参照。




黄仁政氏の整理によると,セ マウル運動 は三つの領域に区分 して分析で きる
(1)
とい う。す なわち,個 人 レベルの精神 革命,組 織化 の基本要件 と しての セマウ
ル指導 者の訓練 事業,そ して 「経済 的環境」を対象 とす るセマ ウル事業で ある。
当然 なが らzこ の3領 域 は柑1工に関連 しあ っていると考え られ る。 セマ ウル
事業は農民 の 「経済的環境 」の改善によ って農家経済 の向fを 目指 す ものであ
るが,他 方で は,「拝業の ウ1案・実 行過 程 への農 民 の参加 を通 じて,勤 勉 ・自
助 ・協同 という 「セマウル精神」 の定着 縞 「精神 革命」の実現 が期待 されてい
た。 そ して・中央 ・地方の訓練機関で養成 されたセマ ウル指導 者が 各洞 型に配
置 され,彼/彼 女 らが農民 のセマウル弔業への参加を促 す役割 を担 った。 同時
にr資 材 や補助 金 ・融資の供給 とい う財政措 置によ って,セ マ ウル事業へ の農
民 の参加意欲 を引 き出す とい う手段 も講 じられて いた。 また こうした財政 措置
くこり
が 「優秀 マウル優 先支援原則 」に基づ いていたことによ り,隣 接洞[手{間の競争
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第鐘 契の組織年代




,朝 鮮 戦 後 、15(11.1)













ぐ資料〉 菱昌奎*『 契 がll!洞農 業協同組合 に及ぼす影響』1969年,
35∫」.よりfメド}戊。
ぐてハ.〕2()レ 勺1[よヰ歯J」3～⊥ヒ(.`o)。
意識を昂 め,事 業へ の参 加意欲を 一層 引 き出す機能を果た した といえ る。 そ し
て,優 秀なセマウル指導 者に対 して は各種 の表彰 がなされた り・様 々な優遇措
置が とられた りす るな ど,セ マウル指導 者個 人の動機付 けに対 して も政策 的な
(3)
対応 がなされている。
以Lの よ うにセマ ウル運動 は,政 府や地 方行政機関が経済的資源(資材,補助
金 ・融資あるいは技術)や 政治的資源(競 争,表 彰)を 洞 里に供給す ることで,農
民のセマウル事業への参加意欲を引出 し,そ の 事業を通 じて農民の生活水準 向
上と 「精神革命1を 日指 す ものであ った。 したが って,そ れ ら経済的 ・政治的
資源が いかなる機構 を通 じて全国 の洞 里に配分 され,ま た洞 甲 レベルでそれ ら
の資源 を受 け取 ったのがいかな る組織であ ったのかを明 らかにす ることは,セ
マウル運動の展開過程を考察す る前提 として緊要な ことで あるといえ る。
セマ ウル運動 を推進す るために,中 央 ・道 ・郡 ・邑面 ・洞 『1とい う地方行政
団体の5つ の レベルに対応 させてそれぞれに協議組織が設 置された。中央協議
会 ・道 協議会 ・郡 協議会 ・邑面推進 委員会 そ して里洞 開発委 員会が それであ
る。中央協議会 は委 員長(内 務部長官)お よび各院部処次官,庁 長 などか らな る
22名の委員によ って構成 され,農 協 ・水協(目 本の漁協に相当)中 央会副会長な
どが陪席 した。道 ・郡 の協議会 および邑面推進委員会 は,道 知 事 ・郡守 ・邑面
長 がそれぞれ議長 とな り各級の関係諸機関 ・団体の長が委員とな って構成 され
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た。 なお,後.=者 にはセマウル指導 者その他必 要人物 が委員 に加 え られた。
そ して,末 端の洞 弔 レベルで組織 されたのが4{洞開発委員会 である。 前述 の
よ うに里洞開発委員会 は58年 には じま った 「地域社会開発 事業」の際 にすで に
その組織化 がお こなわれて いた。内務部 は,60年代 の該 事業にお いて甲洞開 発
委員会が有効 な役割を果 た した と評価 し,セ マウル運動開始 に合 わせて72年
に 「正欄 開発委員会条例」絞 イ寸し裡 洞開発委員会の設置を促 し究.そ の委
員長にはセマウル指導者または弔長が就 き,「マウル単位の各種組織 と自生組
(5)
織 の実質 的代 表者 を網 羅」 した15名 前後 の委員 に よ って構成 され る ことに
な っていた。前掲第2表 に示 したように,す でに60年代 に政府の政策 に沿 って
い くっかの団体 が洞 里 レベルで組織 されてお り,ま た後述の ように,そ の他数
多 くの 「自生組織 」が洞 里内 に存在 した。 それ らの代 表者たちによって 里洞開
発委 員会が構成 されて いたのであ る。なお,1洞 里内の平均農家戸数 は70戸程
度で あるか ら,噴 洞開発委員会 にはその2割 程度 に も及 ぶ農家の 世帯 セや婦 人
が委11として参加 していた ことになる。
こ うした推進 協議組織 と平行 して,そ れぞれの レベルの行政機関 でセマ ウル
運動責任者が任命 された。各 部処次官 ・次長(中央),副知 事(道),副郡守(郡),
副邑面長(邑 面)そ してセマウル指導 者(洞[勘 がそれである。また,各 級行政
機関(邑 面以上)に セマ ウル運動 を専担す る部署機構 があ らたに指定 ・設置 され
くの
ている。 さらに 「担 当公務員制」が執 られ,洞 唄 まで出張 してセ マウル運動 の
くわ
推進状況を確認 し指導を行 うこととなった。
以 上の2本 のルー トを通 じて,中 央の事業計画 ・目標の各級行政単位への配
分,洞 里レベル事業計画の各級行政 レベルでの集計 ・調整,財 政支援の配分そ




が数多く存在 している。契の巾には,農 作業,冠 婚葬祭あるいは相互金融 ・共
済といった特定の目的ごとに洞里内(あるいは洞E}桝)の任意の人々が構成員 と
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な って組織す る機能組織 と,洞 里民(厳 密には世帯 扮 全員が構成員 とな り洞 里
その ものの行政 ・、ア法 ・司法 にかかわる自治的機能 を一身 に担 う,洞 契 ・大同
契な どと呼ばれ る組織 とが ある。
1967年の調査 によ ると(第3表),「公益馳 の6割 以上が植民地期およびそれ
以前に組織 されており,そ れだけ伝統性の強い組織であることが窺える。それ
に対 して,こ こでいう機能組織的な各種の契は,朝 鮮戦争後,と りわけ朴政権
下において集中的に成立している。後者の動 きの要因 として,姜 呂奎氏は朴政
く　ラ
権初期の 「電農政策」 の影…響を指摘 して いる。
ところで,72年の別 の調査 は,「大同契,洞 契 な ど部落公共 に関す る契 は漸次
(lo)
甲道開発委(員 会 一引用者)に 吸収(さ れ一引用者)消 滅過程 にある」 とい う報 告
を行 ってい る。両調査 は調査地域 がずれてお り厳密 に比較す ることはで きない
が,お おまかな推移 を把握す るために両年次 の数値 を比較す ると・1洞 甲当 り
C11)
平均 「共益契」数 は,67年1.8に対 して72年 は0.9であった。ただ し後者 には,
宗族組織 あるいは 「セマウル運動 に ともな う青壮 年層の部落発展 を目的 とす る
彙誓)も含 まれている。 したが って,洞 契 ・大同契 の この間 の減少 はこの数値以
上 に急激 であ った と7tf:さ縄 これ1こ対 してr共 益契」以外の契 は,67イに
(14)
は1洞 弔当 り平均7.1であったのがt72年 には8.7へとかな り増加 している。
洞 甲.は,一面 では地 方行政機構 の末端組織(行 政洞里)と して機能 しっっ も,
他面で は慣習 と構成員間 の濃密 な面接 匪に担保 されて一定の 自治的機能 を有 し
て きた。 それを実際 に担 って きたのが洞契 ・大同契であ ったといえ る。 セマウ
ル運動 の開始 とともに洞契 ・大同契 が唄洞開発委員会 に吸収 された とい う ヒ述
の報 告が一般化で きるとすれば,洞 里自治機構 の中核 にまで地方行政機構 の影
響力が直接的 に及ぶに至った という点で,セ マ ウル運動 は韓国農村組織 の歴史
において一つの画期 とな りうる。 さ らに前掲第2表 に示 した組織 もまた,各 種
(L5)
の契の機能 を代替す るかたちで形成 され ること もあ った。
セマウル運動 を組織論 的側面か ら捉え ると,こ のよ うに在来 の契組織 を行政
的 に包摂 して活用 してい った,と い う特徴 を見 いだす ことがで きる。 そ して反
面で は,朴 政権初期の 「f農政策 」が契機 とな って契数 が増加 したの と同 じよ
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うに,セ マウル事業に関 わ る財政 支出(資 材 ・補助金 ・融資)に よ って組織化の
イニ シャル ・コス トが賄われ ることで,機 能紐織的 な新たな契がふたたび数 多
くつ くられてい?た のであ る。
なお・ セマ ウル運動関連 の洞 甲内組織 に関 して1点 付 「江 てお く。 これまで
見て きたよ うに・50年代以降農 業 ・農村政策 に対応 して様 々な澗 里内組織がっ
くられ て きたが,類 似 の組 織 が 弔複 して組織 され て い くつか の弊害 を生 む に
至 ったため,77年国務総理の指・丁≒によ り紐織 の統合が進 め られて い巧1建誤 体
的 には・生活雌 クラブ ・セマウル婦 姶 ・婦 女教室 ・家族1繭 オモニ会が統
合 されてセマウル婦 女会(郡 が管轄)に,農 事改良 クラブ ・協同会 ・作 目班 がセ
マウル営農 会 儂 協が管轄)に,そ れぞれ統合 され,そ して4…Hク ラブがセマ ウ
ル壽少年 会(農 村指導所と農協が管轄)に 改称 され ている。
2)セ マウル事業 の変遷
1970年4月の全国 地方長官会議 にお いて農村r1助努 力の振作 方案 に関す る
議 論が な され たが,こ れが政 府次元 で のセ マ ウル運動 に関わ る論議 の備矢 で
あ った。 同年10月 には全国33干二強の行政 【}{洞にセ メン トが335袋ずっ無償で
配布 され,翌 年6月 までの農閑期 に住民 による洞 里内の環境改善事業が行 われ
た。これが71年 セマ ウル ・カクギ事業(カ クギとは 浮 入れ」の意)で あ り,こ れ
を もってセマ ウル運動が開始 され た。政府 は,同 事業の評価を基 に して,翌72
年か ら環境改善に とどま らない総 合的な農村開発運動 と してセマウル運動を本
(l7)
格 的に展開 してい った。
この時期にセマウル運動が開始 され た背景 と して,韓 昇助氏 は3っ の点 を指
くゆ
摘 している。第一には,農 村が国内⊥業生産物の消費市場か ら除外される,あ
るいは農業生産の低調が巨額の食糧輸入を招 くなどt農 村の貧困 と落後性が韓
国の!業 成長の阻害要因 となっていること,第 .二には,農 村の落後性が韓国の
政治的 ・社会的不安の潜在的根源 となって きたこと,そ して第三にx農 村人口
の流出によって人都市人口の過密集中現象が悪化 しはじめたこと,で ある。60
年代の経済開発の過程で顕在化 してきた農業 ・農村の貧困と落後性の解消を目
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第4表 マウル昇級の評価対象事業(1976年)
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案(D-、r地 域 ネ桧 開 発ll耽』 第7輯,1982年12」 】・
<注>D1980年 の 合 訓畠f直は合 計 欄 の数1直と若1提 な るが,引
2)()1ノ ～μよ稲桂bjl～⊥七(96)〔〕
19頁より作成。
1資料 のまま記 載 した。
標 に,朴 政権 はセマ ウル運動 を雨要な政治課題 と して位置づ けて推進 して いっ
たので ある
セマ ウル事業 は詫 産,/部 門,1折得増大部門,福 祉環境調1門そ して精神開
発部門 の4部 門 に分類 されてい る。第4表 は全部 で33の 事業 を この4っ の部
門に分類 して記載 した ものであ る。本表で い う 「マウル昇級」 とは,セ マ ウル
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事業の発展水準別に洞里を3段 階一基礎マウル ・自助マウル ・自立マウル 一ーに
分類 し・ ここに掲げた各事業において予め設定 された事業進捗度の基準をクリ
アーすれば,1段階上位のマウルに 「昇級」できるという仕組みである。前述 し
た 「優秀マウル優先支援原則」にくわえて,「マウル別に基礎的な環境改善事業
か ら着手 して農業生産基盤造成事業,農 家所得増大事業の順に事業を推進する
(lra)
よ うに した」という政府 の方針 は,「昇進」を 目指 してセマ ウル事業 を積極的 に
推進す るイ ンセ ンテ ィブを,そ れぞれの洞 里に与え るものとな った と㌧・調 。
さて第5表 は,投 資規模(政 府支援および住民負担などの総額)の 変化 か らセマ
ウル事業 における重点部門の変遷 をみよ うと した ものであ る。政府 はセマ ウル
運動 の開始 に当た って 】981年までの長期発展 目標 を定めたが,そ こで は71～
73年を 「基盤造成期」,74～76年をm助 発展期」そ して77～81年を 「自立完
成期」 とそれぞれ設定 している。本表での事業部門別投 資構成比 もまた,こ の
3っの時期 ごとに特徴的 な傾 向を示 して いる といえ る。 すなわ ち,「基盤造成
期」 には生産基盤部門,つ いで福祉環境部門の2部 門が圧倒的 な比 重を 占めて
いたのが,「自助発展期」には両者の構成比が減少 し(と くに前T7),かわ って所
得増人 部門 のそれが増加 してい る。 そ して 「自 、γ完成期」 にはいると,生 産基
盤部門 は引続 き構成比 を減少 させ たのに対 して福祉環境部門のそれは再 び増加
に転 じ,所 得増大部門 と同水準 に復活 して いる。
すで に述 べた ように,71年 のセマ ウル事業 はセマ ウル ・カ クギ事業 と呼 ば
れs主 と して洞 胆内の環境改 善事 業が実施 された。71・72年の実績 を見 ると,
71年にはマウル入 口道路拡張 が総事業費 の48%,72年 にはマ ウル内道路拡張
が1司じく58%と,そ れぞれ圧倒的な比重を 占めていた(両 者とも生産 基盤部門に
分類されている)。そ して,下 水溝改修 ・共同井戸設置な どの福祉環境部門が そ
く　り
れ らに次で事業費が大 きか った。政府は 「目に見える有形的変化をもたらす事
(zz)
業」を農民の 「精神革命」を促すための戦略的な事業として位置づけていたが,
道路修理や共同衛生施設設置 といった事業は,事 業その ものは比較的容易でか
つ事業の結果が端的に顕れることか ら,そ れに最適な事業であったといえる。
71～73年の 「基盤造成期」には,こ うした類の事業が重点的に推進 されそれを
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通 じて農民 の 「精神革命」が,ま ず は追求 された といえ る。
74年に入 ると,所 得増 大部門 に新 たに 「セマウル労賃所得事業」が追加 され,
特 に75年 には当該事 業費 だけで所得増大部門事業費の43%,総 事業費の27%
を占あるまでに急増 した(ただし翌76年にはそれぞれ18%,8%に急滅)。さ らに75
年 にはやは り所得増大部 門 と して 「セマ ウル所得増大特別事業」 が追加 されて
い る.74～76年「自助発展期」1こおける所得増 大部門の上Fiの士曽大は・ これ ら
の新 たな事業によ って もた らされ たのである.前 者の事 業は各慰 産基盤整備
事業を実施 して農村(一部都市も対象とした)零細層の就業機会を確掛 労賃散
布によって直接的に彼/彼 女らの 「所得増大」を目指す ものであった。後者は,
前出 「農漁村所得士獣 糊1事 業」(68欄始)を引継いだ もので・麟'西 洋松
茸 ・特用作物 ・園芸作物 ・畜産 ・水産資源造成 という分野での事業が進め ら
(`L4)
れ,農 漁業所得の増人が目指 された。




る.舐 はこれらの事瓢 「74励・濃 家所得が都市勤労者陥1備 を掴
るにつれ農民 の福祉環境 に対す る意欲 が昂 ま り,こ れ に対応す るため」 の もの
であ った と評価 してい る。
さらに77年 はz所 得 増大部門 において も新 たな事業が追 加 された年 であ っ
た.「セマウル所得増人綜合開発事 業」がそれであ る・この事業は濃 協が1臓
管轄 す る点,開 発計画が洞'f'一イ}1.ではな く邑面(単膿 協)を 時t位に作成'実 施
される点で従来の秘 と異なって㌧覧 ただ し事業内容は,従 来の燵 基㈱
門蜥 得増大部門の蝶 と}まぼ耽 ってし徽 農協はセマウル運動の開始 とと
もに,セ マ ウル指導 者の研修 事業や協同会 な ど単膿 協の洞1肝 部紅1織の動員
を通 じて運動 に深 く関わ って きていたが,こ の本事業によ ってその関わ りは一
層深 くな った といえる。
77年を画期 とす る 「福祉環境部門」「所得増大部門」にお ける新規 事業 の伸長
によ って,77～81年「n、γ完成期」には,ド生産;一 部門」事業構成比の減少 と
[一
年 次 総 投 資額
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第6表 セ マウル事業財 源別投 資 額
一 丁 一 一
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住民 負担額
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は 対 照 的 に 両 部 門 は 高 い比 率 を 保 ち続 け た の で あ る。
3)財 政 支 援











セマウル運動への農民 の参加意欲を引 き出す 手段 と して資材 や補助金 ・融資
の配布 が政策 止二重要視 されていた ことは,さ きに強調 した通 りである。そ こで,
総 事業費 に占め る政府 支援額(資 材 ・補助金支給額)の 比率 を第6表 に示 してみ
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た.本 表によれば,初 轍(714Dと75{ゆ 畑 し働 きを1徐けば・ ほぼ傾llll
的 に政職 援客砒 率が増 大 してい って いることがわかる(75{iこの例外的な動きは
髄 した1セ マウル頒 所/l}候」に関わる鋤 によるも・)と思われる)・黄氏 は馴
支援頗 によってイLL負担すなわち民幽`門 投 資が引 きiiされた と して・ それ
を 「麟 醗 効果 」と呼んでし囑 そこで鯖 嬢 額に対するイ眠 負fl喀頁(ただ
し,1その他」も含めた)の比率 を計算す ると(<B+C>/A)・72年を ピークにほ
ぼ減少傾 向にあ った ことがわか る。
次 に住民 鮒 の内訳 鹸 討す ると 佛7表),労 力 の占め る比〉率くが急滅 し替
わ って74年 以降融資のそれが増加1してい ることがわか る・特 に労 プJの船 縄
膿 額 に,王fめる比率 は72イ1この67%か ら急減 し,78年に1ま16%に留 まって い
る。現金 は74似 降 ほぼ一定 のノ膵 を保 ってい る・マ ウル靴 ・セマ ウル金庫
(第4表参照)運 営 によって洞1モ納 にセマ ウル蝶 のための一淀 の欝 が蓄積 さ
れた成果であると思われ る。
「基盤造 成期」 には政 府 か らの資材配 布 と洞 里内の労 力が結 合 して セマ ウ
ル.カ クギ礫 が推進 されて いった)そ の後,礫 の【骸 が所得増 大部門あ る
いは福祉環境部1・1に移 るにっれて守僕 のいわ1ま「資本の徽 禰 成」が敲 イヒ
し,そ の結果洞 甲、内労 力に依存 す る度合が減少 してい った もの と考え られる。
そ してそれに ともな って,ヒ 述の ように政府 支援の割合が増加 してい っている
ことは,セ マウル運動 の性格 の変化 を考え る ヒで きわめて電要な事柄で ある。




(4)以 ヒ,鄭 起換 ほか,前 掲1マ ウル社会 集団 の組 織 と変遷』25・26頁参照。
(5)前 掲rセ マ ウル運動104映 』165頁よ り引川・
(6)以L,黄/政,前 掲 潜,28～30頁を参照。
(7)前 掲 『セ マ ウル運 動10年 史』183・185頁参照。
(8)調 酪 の機能 別分類1こも とつ く表現で あ る.洞 契 ・焔1契 の ほか賄 林 管理 を
目的 とす る 「松契 」もここに含 めて し、るよ うで ある 後 醗*r契 が 螺 ・儂 業 協同
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糸胎 に及 ぼ す影 響 忠清北 道75里 洞 に対 す る調査』1969年,65頁参照).鞘 の
分 類か らすれ ば・ 松 契 は機能 騰 郎」な契 に分 類 され るべ きであ る と考 え る
。
(9)同i二 書,38・39頁参照。
(10)農糀 「襯 合 中央会*儂 村 契実鰍 査報制1973年 ,9頁 よ り弓1用。
(11)姜騰i鯛 書・12頁お よ び剛 青6・ 順 よ 噂 出.な お澗 ・緻 よ り 「公
益契」 数が 多 くな るの1よ 洞 契 ・人 同契以 外 の契 も含 まれて い るこ と
,洞 里内 の
「r1然部落 」を 単位 とす る洞契 も存 在す る こと
,に よ ると思 われ る。
(12)河三10に「司 じo
(13)各調 査 での1洞 里当 り'lz均戸数 は67年161戸(姜 昌奄,前 掲 書,17頁 よ り算
出)'72年153戸(麟 協同組 合中 央会,前 掲 書,碩 よ 鵬 出)で あ るか ら,前
節 で指摘 した行政 溜 緻 士甑 】の影響 は現 れて いな い とみて よ い。
(14)河三llに同 じ、,






報告 されて い る 儂 業協 粥 合・峡 会,前 掲 書,lo頁参照)f,
鄭起喚 ほか,前 掲 君,27・28頁参照。
以 上,黄 仁政,前 掲 書,20頁 参照。
働 拗 ・ 前掲[一セマ ウル運 動 ・職 治哲学 」112・113∫惨 照 。
黄仁政}前 掲 書,32頁 よ り引川。
た とえ ば73年 の場 合,1マ ウル当 り'μ均 政府 支援 資金が494干ウ ォンで あ った
の に 対 してr泣 マ ウ ル の み の ・1粕で は2 ,446千ウ ォ ン と ほ ぼ51泣 達 して い た
(前掲1「セ マ ウ ル'ii動10年史』433頁 参IK{)。
(21)韓 国 国 会 図 書館 、k法、凋査 局*『 農 村 開 発 計 画 論』1974年,82・83頁 参 照 。
(22)黄 仁政,前 掲 書,39頁 よ り引 用 。
(23)同.L酢,56・57頁 参"+iCa
(24)同 一hI隼54・55頁,お よ び 谷 浦 孝 雄 前 掲[韓 国 に お け る農 村政 策 の展 開 」ll・12






前 掲rセ マ ウ ル運 動10fl{史(資料 篇)』44・47頁 参H({。
黄仁 政,前 掲 酵,40頁 よ り引 用 。
*「 農 協 セ マ ウ ル運 動 の 現 況 と加11」儂 協年 鑑 』1977年版
,15・17鯵 照 。
前掲1セ マ ウ ル運 動10年 史(資 料 篇)』35頁 参 照 ,,
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を記録 して以降徐 々に縮小 しT1974年の1・5を皮切?11ヒ以後70職 樋 じて
}潴 をUg」って いる。 こうした農家繍 の相対1　Jなlllli二の要囚 と して挙 げ うる
のは,水 稲生産力の伸長,経 済作物生産 の拡 大そ して農外所得の増大 とい う3
点で ある.こ の3っ の動 きとセマウル運到」との関馴 三を以 ドで鵬 力aにす る・
① 水稲生産 力の伸長
　櫛 でみ たよ うに67～71イ1三問 には農家購 入品佃i格1=昇率を大幅 に一ヒ回 って
跡f買 人米価が引 き一ヒげ られたが,72～76イ燗 では1山渚 の水準 はほぼ「司一な も
のに留まっ(発.7・年代の稲1漸 得の増人は躰 的にノk轍 収のイ帳 によって も
た らされた ものである。 そ して反収増 はジャポニカ系 とインデ ィカ系 σ)交雑種
である 「統一」系新品種の導 入,化 学肥料 ・農薬投 入量の増大}ヒ 地基盤 整備
の拡 充あるいは農業機械 の普及 とい った要因 によ って達成 された。
新踵 とそれ に対応 し噺 しし、稲轍 術 の甑 において 「集団概 」が 醸
な役割 を果 た した.水 稲綿11種の作イ抽 積比率 の ピークは78年 の76・2%であ
るが,こ の年 の集団栽培面積 は水稲作付面 積の44.8%,新品種作付面積(集 団栽
(3)
培では新踊 のみを鮒 たと簾 して)の58.7%に達 してい る・ 前掲第4表 に示 し
たよ うに,マ ウル昇級 の評価対象事業のひ とつ に 隔 作団地営農」カ`挙げ られ
てお り,こ れによ ってセマウル運動 は間接1邸 ではあれ水稲新品禾重噺 技術 の
/Xに一定 の役割 課 た したといえ る。 さらにより直接的 に・所得土曽嫡1門 の
1事業として奨励 された作目班で も禾爵の集団栽培が実行されてll)つた・ 作目班
は ピ ー ク の77年 に は15=「と,全 洞 璽 の 半 分 弱 で 組 織 さ れ て い る。
化 学 肥 料 の 消 費 量(成 ク})は,70年 の56ノ∫トンか ら79{トに は86贋 ンへ と
1。{燗で53%の 増力1廟乱してい(馨.セマ ゥル醐 それnイ本として は化学肥料
投糧 増大 に関 して直接 的に事業 は行 っていない・新品瀦 及および政府 の価
格政策(後述)の結果 として消費が伸 びた もの と思 われ る。他方 セマ ウル運動 で
は}所得 増大部門 の事業のひ とっ として地力増進事業が推進 された(第4表 には
昇級評価対象として1一堆肥増産」が挙げられている).堆肥生産量は72{1三の43・5百万
トンに対 して73年 には27.4百』贋 ンに急減 したが,そ の後士曽加に転 じ77{1三に
は39.3前 トンにまでLpJ復して い(b).化学肥料 が多投 され るなカ・で堆肥投下 が
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維持されたことは}地力維持のLで 有効な働 きを したと考え られる。
辮 麟 入 と肥料増投によって反収増を得るためには周到 な水管理が要求 さ
れ・そのために水利事業 は不可欠となる。第4表 の生産基盤部門のひとっに
艘 業用水施設」が挙げられたり,さらにより具体的にr助 マウル.r1教 ウル
評 躰 的塀 徽 件 として水禾ll率がそれぞれ8・%・85%と設定 された りし
て・ セマウル運動 において も水利開発 は重要な課題 のひ とつ とされていた
。 た
だ し,水利安全沓面積の推移を 見ると(第1表),60年代後..に比 べて70年 代 は
増加面積 ・伸 び率 ともに見劣 りがす る。 さ らに,水 利安 全奮 に占め る農地改良
組合 の受益沓面積 の比率 が70年 を底 に増加 してお り,洞[li内での 自主的 な水
利開発 は欄 的 に梅 であ った ことが窺 える.と はいえ,セ マ ウル事業の環
と しての小規模 水利 事業によ って末端 レベ ルの水利施設 の整備がな され るとい
う効果があ ったであろう し,ま た,昇 級 要件 に設定 され た ことで,農 地改良組
合によ る水利 蝶 への参加を促す という間灘Jな 効果 もあ った と考え られ る
。
農外への急激 な労働力流出を背 景に,70年代の農 業機械 の 普及 の速度 もまた
急速 であ った。 とはいえ,例 えば動力耕 転機 の場合で76年 に保有農家率5.2%
と穂 膿 業畷 械化 は・70イ}三代 にその端緒 についたばカ}りの段階 にあ つた と
ワ で ぞ ぞ コい左る。そんななかで・セマウル運動においてはa「農機械共同運営要領」なる
ものを作成 して1相 班 と単儂 協樋 じて農業鰍 の洞騨 位での胴 利用を
腱 している・「実際には人きな燃1ま なかったよう熟 という評働 弍ドされて
はいるが・ 普及 の初期段階 にあ って農民 に対 してデモ ンス トレー シ ョン効 果程
度 は与えたので はないだろ うか。
② 経済作物 の導入
セマ ウル運動 において は・前述 のよ うに75年 か らの 「セマ ウル所孝尋増大特別
蝶 」および77年か らの 「セマウノレ所得増 人綜 部 腕 ・礫 」によ って,麟.
特用作物 ・園芸および畜産 な ど米穀 以外の商品作物 のノk産増 大が 目指 された
。
さ らに76年 を例 に とると12千強 あ った作 「1班の うち43%に あた る5千 強が
疏 菜や畜産 といった食糧作物以外 の品 目のための組織 であ った。 また 「生 産協
同団地 」と して・それぞれ 百数 トと数 は少 ないがa作 目班 とな らんで 「園 芸団
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第8表 搬 マゥル ・受賞マゥルの1戸 当り平馨 難 蓼 煙 鰍i.砂 オζ
1-一…一「 一一'-1976-一 τ 一1978」1こ 一 … 轡 く一(別
lt--L継 ルT蔓 勧 ル{.一般そ恥 頗 マウル」 潤 難1
劉撫:11齢ll漏:li繕　1
〈資料〉 黄仁改 前掲 書一7頃 より作成・
<注劣 繍 螺 鰭 繍 〕あ
疏菜馴 作物照 ・施設作舗 殊作物醗 作物の合
計 を 示 す。
(iO)
地」「畜産団地 」が設 置 されている。
このよ うな経済作物奨 励策 が実 際に どの程度の効果を及 ぼ したのかを,次 の
_例 によってみてお きたい調 ∫8表は,セ マ ウル運動 によ って大統令貞賞綬 賞
した洞 甲(受賞マウル)と それ以外の洲・理(一 般マウ・レ)をサ ンプル調査 して得 ら
れ膿 家 炉 当 り・幽 農 料1㈱ の構成を示 した ものであ る・本表によると・
鎖 マ ウルは絶対額 において も/巾び率 にお いて も一_,--」LPAXマウルを 胴 る成績 を挙
げて いることが分か る.倒1構 成 では,ま ず,受 賞 マ ウルのほ うがむ しろ米穀
を中心 とす る食糧作物 の構1戊比が高い.た だ しrそ の伸び率 は1賭 にほとん ど
差がな い.す なわち,受 賞 マウルで1ま水稲新品麟 入 と水日1基懲 備 によって
高 い水刷 痙 力 が達成 され,そ の結 果麟 収 入にお ける米穀 収 入の上ヒ率 が高
か ったが,稲 新品瀦 及 が1まぼ澱 落 した7・轍 後 半。こおいて は牒 収 入増
への米穀の寄 与度 は低 下 してい った といえる。 それ に替わ って生産額 を急伸 さ
せ たのが経済作物 と畜産で あった。特 に後 者の伸びが急であ る(経済作物では 一
般マウルのほうが伸び絢 汰 きし・が,こ れは 般 マウルで黙 のノ1擁が1・砺 ウォンか
らその9倍 の13.6加オンへと急増 したことによる その背景は糊)・ 総体 と して
は,受 賞 マウルは70年 代後 半に生産の多様化を進展 させ ることで70年 代中盤
の米穀依 存型を脱却 し,そ れ によ って 一般 マウルを ヒ回 る収 入を継続 して確保
す ることに成功 した,と 評価す ることがで きる。
以Lの よ う姉 例調査 の結 果か ら判断す る限 り,セ マ ウノレ運珈 総 速 な 諜
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化 ・都市化 にと もな う70年代韓国 の農産物消 費構造 の変化 に対 す る農家 の円
滑 な対応 を促 し その結果 と し磯 業収入 の鰍 を もた らすのに,あ 翻1度 成
功 した と蒔うことがで きるc,
③ 農 外所得の増 大
「セマ ウル労賃所得 事剰 や 「セマウル」揚 健 設 とい った濃 外就羅 会 の
増人 を試み る事業がセマ ウル運動 の中で展開 されて いる。
74年に開始 され た1}楮は,毎{「45川 隅lil∫後(す なわち儂 家戸数の2割 程
度)を 対象 と してお り・該事業 による1世 帯 当 り平均労賃所得 は ピー クの75年
には33.8T・円に達 した。この数値 は同年 の農家平均農外所得 の21%
,平均農家
所得 の4%に 値す る。 ただ し,そ の後 は急速 に減少 し,77年のそれ は,そ れぞ
れ4%・1%に 相 当す る17.7千円にとどま繋.他 方 「セマウルL場 」の建設 は
73年に閣鮮 れ・77棚 在で1糊499 一陽 う儂 髄 域で1ま442⊥場が稼
働 していた。同年 の 「セマ ウルL場 」就 業者 の平均賃金 は523.6千ウォンで,同
{ゆ 平膿 外所得396・7千ウ ォンを32%姻 り濃 家所得1吐1こ大 いに寄 肌
た と思 われ る。 しか し・ その雇傭 者総数 は6万 人強 と,雇 傭の広が りは極 めて
(L'3)
限定 されていた。
全国的な傾 向 と して は濃 外所得 が農家所得 に占め る比・禰70年 代 前半に
は18%前後であ った ものが,そ の後急伸 し79年には31%に達 して いる
。 ただ
しこの動 きは,農 家 の兼業機会 の増人 によ って もた らされた もので はな く
,70
年代後 半の賃金 ・給 与所得や 自営兼業所得 の構成比減少 を補 って余 りあるほど
に 「補助 ・贈与」所得(要 するに農外へ流出した子弟からの仕送 り)構成比 が急増 し
(14}
たことに依 ってい る。 上に挙 げた事例調査の結果 をみて も,農 外所得 は農業生
産額 とは逆 に,絶 対額 ・伸 び率 いずれ において も一般 マウルが受賞 マウルのぞ
(15)
れを上回 って いた・す なわち,セ マウノレ運動 では農外就 業機会の増 大が 月指 さ
れた ものの,そ の効果 は時間的 ・空間的 にきわめて限定的 な ものに とどま った
といえ る。
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2)農 村市場の拡大
60年代末からの建設業不況に ともな うセメント・鉄筋など建設資材 の需要
腿 を補 うために踏 がセマウル運劃」の環 として環轍 齢 業を簾 的に推
進 した,と い う評価がな されてい るよ 総 セマウル翻 には・ そ僻 刀期か ら
国 内 喋 粧 物 にたいす る暢 を農村内に新 たに開発 しようとい う政策臆 図
が込め られて いた といえ る.ち なみ1こ,セマ ウル蝶 総投資額 の対GNP比 を
求 め ると,71{剛 ・35%から急1申して75年 には2・92%を;衣してい る・(そ!7))の後
若 干数値 は減少 す るがそれで も704iこ代 樋 じて2・5%前後 を維持 している・Flll
掲 第6.7表 か ら確認 で きるよ う1こ,7・年 代後 半に は総 順 客頁に占め る労 力
(すなわち洞里住民の無償労働)の 比率 が2割 程度 に ドが ってお り,そ れ以外 の投
資 は事類 材(お よびわずかにはf償労働)に 向 け られたこど こな る・したが って
セマ ウル運動 に ともな う資材の追加需要 は,GNPレ ベルで も無視 しえないほ
どの額 に達 して いた と評価 で きる。
こう した直接的な効 果の他 にも,セ マ ウル運動 は前項で指摘 した新技術導 入
や農家所得 の向 上を背景 と して間接的 に農村rlf場を拡 人す る効 果を ももた らし
てい る0
その代表的な商品 と して肥料 を挙 げることがで きる。解放 ・分断 そ して朝鮮
戦争 を経 て,5・年購 国の肥糊 二業}まほぼ壊滅状態 にあ り・ア メ リカの援助 に
依存 していた.そ の後6・年代}こ5っの槻 模肥料会社がpXlr_され・ その結果
68～70年には一旦 自給 を達成 したが,水 稲新品種普及 による肥料消費 の急拡大
に依 って75年 まで 自給率 は100%を再 び下回 った。しか し,77年の最 大規模 の
肥料会社設 、rを契機 に自給率 は100%を大幅 に上回 り,一 転 して本格的な輸出
時代を迎えることとな乳 肥料L業の全製諜 および化学・業 全体に占める
比 率(付 加価 値 ベ ー ス)は ピー ク年(そ れぞ れ70年 ・68年)に3.2%と71.5%に達 し
て い る。70年 代 に 入 って,そ れ らの 比 率 は低 下 して い く もの の,70年 代 重 化 学
1業化 を/Lす る役割 を果た した とい艦 その肥料.,L_一が国内市場 の拡大 に
担保 されては じめて70年 代 に急成長で きた とい うことは注 目に値す る。
肥料工業にくらべて生産顯 はきわめて小さいも勝 より典鞠 こ国内農
3〔〕 商 経 論 叢 第28巻 第4号
(14L3)
棚 暢 を前提としてノD聖を伸ば していった麟 噸 蓋財一喋 が農業機械 礫 であ
る濃 羅 械の当時の代表であった珈 」辮 磯 を例にとると,62年に輸入部、・1,、
による組1γ生産が開始 されて以来国産化が進め られ,71年には国産化率92%
を達成 している識 齢 数 姻1姉 場の拡大に対応 してlli鯛に伸び,71年に1ま
約6殆 であったものが76イ1{1こは約38千台を記録 している.動 ノ」耕徽 喋
は70年代輸入代替型灘1業 の代灘 」な佛 三であったということがで 認
。
農家所得の増大によってf農 村の消費財市場 もまた拡人 してい一,た。 セマウ
ル運動融}環 嘲1門 の 庸 業として推進 され濃 鮒 電化彗{業によって濃 村
靴 率 は70年3
)24%カaら79イrには98%へ と急増 し・ こ塒 点 で剴 靴 が
ほぼ完 ゴして いる。 この成果を受 けて,と りわけ耐久消費財 の農村への普及が
この時期謎 に進 んでい ったので ある.例 えば,テ レビの場合 は7・イゆ 農賠
及率0・8%に対 して75{「に1ま15・7%,そして78年 にはb2.5%,扇1磯の場合 は
75年の17・5%に対 して78年 に は45.5%,録1磯 の場合 は76イrの2.5%に対 し
て78年 に は0.5%・冷蔵1・1{の場合 は76年 の0.8%に必∫して78年 には3.8%と
い う賠 いに滴 品 によ って 普及率 に大 きな違 いはあ るものの
,そ の伸 び率 は
でへ　 ラ
いずれ も急激であ った。
これ ら商品の うちテ レビを取 りL。グて,1台 数の うちどの看鴇度が農樹 ∫
場 に流れ込ん だ ことにな るのかを推算す ると次 の通 りである。基準年次 を75.
78年に設定 し・r碑 次の 普及・穐 農家戸数 に掛 けてその差を♪Rめると100ノ治
強 という数値が導かれる・他方蘭 吹 間の総 握 台数は83・胎 強であ理 。
前者の後者に対する比率は12%となる。テレビ生産額に対する輸出額の比率が
2.a)
77年で46%で あ った ことを勘麹 哺る と,i納1陽ll・Jけテ レビの2割 強が農村
市場で購 入 されて いた と推算す ることがで きる。
テ レ ビの農村 へ の 普及 は,テ レ ビそれ 自体 の市場 拡大 を意 味す るだ けで な
く・都 市的な生活様式 を農村 に速 やか に伝達 し,そ の結 果農民 の各種1二業製占1,
に対す る消費性 向を高め るという効果を もた らした。 ただ し,に もかかわ らず
70年代農家 可処分所得 は家計費 の伸 びを 一回 って増加 してお り,そ の結 果貯蓄
性向 は68～70年に は17%前後 であ った ものが76～78年に は30%前後 に まで
(142) 1970{俄韓11濃村1こお け る セ マ ウ/V動 の展 開 過 孝【・131
増大してし獣 それに厭 て契などの在来貯蓄組織からr制1贈燭 蓄機関へ
資金を吸収す ることに も…定椴1戊 功す ることで・隈 村地域貯蓄」額 が急速 に
増 人 して い った.そ れが民 間纈1・蓄額 に・liめる比 率 は72{ゆ4・4%か ら77年
には9.5%へと急 塀 してし12器、7・職 礪 膿 村 は,国1櫨.僕 製・lr・の蹴
1陽 としてばか りでな く,国i勾飾 陽 の拡 充 という点 において も・急速 な1二
業化を背後で支える役割 を果 してい ったといえ る・
最後 に,流 通過程 の合鯉化 とい う点 につ いて触れてお きたい。耕転機(お よび
台数としてはそれには及ばないものの自動屯)の 普及 は販売農 産物 や購 入L業 製品
の運搬 を…気 にr囎 化 してい った と翫 られ るが,そ れは・ セマウノレ運動ノ臓
基盤部門での農道 ・マ ウル内道路 あるいは橋梁 の整備 とい う条件 を前提 と して
は じめて実現 した ものであるといえる。 さらにセマ ウル運動で は共同購入'販
売 が奨励 されてい った。具体的には,前 述 の作li班を通 じてのそれ(特 に系統出
荷)が奨励 され,ま た単位農協の ド部組織で ある婦 女会が 「農協連鎖店」の洞 堅
支店 と して 「セマ ウル購販場」を設 置 し,亘 と して生活用品の!鄭冠購入 をお こ
なってし鳳 生醜 盤部}弓の 嘆 業として馴 俳 が=1LuX置され・80年には欄
里の6割 強で設置が完Jし てL・券,そ れはこうした胴 蹴 罫業を実施する
うえで欠かせない施設であ ったといえ る。 加えて福祉環境部11}1では 「セマ ウル
(3(})
通信 礫 」が実施され,80{iこ現在で85%強の棚{に 電話が言購 されている・以





済的効果と政治的効一果との境界領域 に関 して考察 してみる。
朴大統領は 「レ月維新」の理念のひとっ として 「韓国的民}庫 義」なるもの
を強調 した。「西欧民 †生 義の形式的な模倣は政府の能率性を低 ドさせ国民的
エネルギーを浪費する」,そこで 「国政能率の極大化を保障できる1よ うな 「韓
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剛J風 土のT".政治制劇 が要言青され るとい うの禍 駕 .そ して 「セマウル運
動すなわち ト月維新」と朴人統領によって顕揚 されたセマウル運動 は,「韓国的
ね 　　
民 † 主義の実践道場」 と して位 置づ け られたのである。
前節 で も利用 し!'仁 政氏 による謙 の結果 によ ると,「セマ ウJV旨導者 の
選 出方法」 は,「住民全体の選挙」が35%で 最 も多 く 「周囲の人々の勧 誘」 が
29%でそれ に次 いでいる。そ して受賞 マ ウルで はそれぞれ39% ・26%であるの
に対 して搬 マウルでは28%・32%とll附が鵬 してし覧 すなわち汰 多数
の棚{で 何 らかの合意形成の過不髄 経てセマウル指導者が選出され,し か 械
績が 陵 秀」な洞鴨 ど 「民主的」な傾向が強かったことがク}かる.ま た,「ど
のようにしてセマウル指導者が事業推進方式を決定するのか」 という設問に対
しては,52%が「大部分マウル会議で決定」,次 いで24%が「おおよそマウル有
志 らと議論 して決定」とい う回答比率 であ った。受賞 マ ウルではそれぞれ
54%・21%,一 般 マ ウ ル で は49%・29%で 嗣 契
.こ こ で も 前 間 と 同 じよ う
に・過 半の洞 胆でFC:的 」 な合意形成 を経 て 一特 に受賞 マ ウルで _セ マウル
事業が実施 に移 されていたことが確認 で きる。
他方あ るアメ リカ人研究者 は,セ マ ウル事業で洞 甲 レベルの共同作業が 可能
とな ったのは,「運動 その ものに起因す るのではな く,農 村共 同体(therural
communities)のなか にあ った協 力的 な相 互行為 にかかわ る既存 のパ ター ンに
(35)
依 る ものである」と指摘 してい る。10洞里でのセマ ウル運動 の実施過程 を実際
に観察 した別 のアメ リカ人研究者 は,「マウル会議 と同 じぐらいに,日 常 に行 わ
れ る根回 し(theinformallobbying)や話合 いが重要で ある」 と報告 してお り
,
さ篇 事業に反対 し嫁 族欄 弔からの概 を盤 されたという事例を紹介 し
ている。両氏の議論を併せて考えると,「マウル会議」はm構 成員間での合意
調達を達成するための話合 いがもたれる場 と思われるが7実 際にはすでに合意
調達が実現 されていることを最終的に確認する場 に過 ぎなか ったのではない
か,そ して実際の合意調達の場 は慣習に裏打ちされた洞里内での日常生活その
ものにあったのではないか,と いう仮説を設けることがで きる。
この仮説の妥当性を補強 して くれる3っ の実態調査を紹介 してみたい。ま
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ず,276の 洞 里を 自立 ・自助 ・基礎 マウル別 に分 けてい くつかの経済指標 を算
出 した72年 の調査 によ ると,調 査洞 甲.平均 を100として,1戸 当 り平均所得 は
それぞれ112・96・92,1戸当 り平均 セマ ウル事業効果所得 は同 じく201・70・
くヨア　
31,そして1戸 当 り平均 「共 同財産」 は167・74・61とな って いる。72年がセ
マ ウル運動の初発 の段階であ ること,マ ウル間格差がセマ ウル事業効果所得〉
「共同財産」〉 所得の1順であ ることの2点 を勘案す ると,こ れ ら3指 標 の因果関
係 は,「共同財産」額 の格 差がセマウル事業進捗度 の違い とな って表れ,さ らに
それが農家所得 に反映 した と推察す る ことがで きる。洞弔の 「共同財産」の多
寡 はその 「共同体」 としての強 さを示す指標 となると考え られ るか ら,セ マウ
ル事業 に対す る合意 の調達が構成員間の伝統的な社会関係 に依存 す るかたちで
なされてい った ことが窺 え るのであ る。
次 に4洞 里に関す るある実態調査報告によると,競 争的 な同族集団を洞 里内
にもつ2洞 甲は,70%以 上の戸数 を1同 族 が占める洞 唄や数多 くの親族集団に
よ って構成 されてい る洞 弔に くらべてセマウノ哩 動が川鯛 に進展 しなか ったと
し1聖。同族集団 という洞甲内での伝統的な社会関係の存在 もまた,セ マウル運
動の進捗度を強 く規定 していた ことを示す事例で ある。
最後の例証 としてセマ ウル事業 のなかで当初 の設定 目標 に対 す る進捗率 の高
い1順に事業名を挙 げると,F水 溝施設 ・マウル内道路拡張 ・漱(河 川からの引水
施設).小 馳 導 水路 濃 路畷 となってし13磐.いずれの事業 も__力蘇
か らm台 的にお こな って きた ものであることがわか る・ この点か らも・合意調
達 のための既存 のパ ター ンがセマ ウル運動 に際 して も機能 していた ことが窺 え
よう0
上で掲 げた仮説が真実 を突 いて いるとして,そ の意義 を韓国経済 とい うマク
ロ.レ ベルで捉え直せば,そ れ はセマウル事業実施 に対す る合意調達 コス トが
洞 里内に 「内部化」 されてそれだ け社会全体 として必要な取引費用 が節約 され
た とい うことがで きる。 痔い換 えれば,洞 弔内部での利害対 立が顕在化 した場
合にはその調整 のために増額 が不r1∫欠であ ったであろ う補助金 ・融資あ るいは
行政費がそれだ け節約 されたのであ る.そ して洞 靹 の資源(労 働力や資材)
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を細 賞でセマウル事業に講 すること成功することで,社 会間接資本に対づ一る
国家の投資額 自体 もその分節約されたことはいうまで もない。
李素玲氏 は,セマウル運動が 「効率的」に実施された要因を,「維新体制の も
とで高度に中央集権的な行政構造 ドでは,計 画 された(セマウル 引用者)事業
は ド舳 に健 された」点に♪kあてし隙 この指胤 体瞭 者にも首肯 しうる
ものではあ るが・ ただ し上で述 べたよ うに,最 終 的には洞 里の内部で合意が調
達 され ることに担 保 されて は じめて 「下向的 に伝達 され た」事業計画が 「効率
醐 に実行 に移 された ことも併せて考え る必要が あ った といえ る.セ マウノ哩
動 が政府 によ って 「韓国的民 寸完犠 の実践道場」 と して顕揚 され てい った所以
に こそ注 目すべ きなので ある。
ところで・ これ まで 「慣習」 とい う用語を しば しば用 いて きたが,こ こで留
意 しておかなければな らないのカi,慣習 とはいえそれが常 に有効1こ機能 し続 け
て きたわけで は必ず しもない とい う点 である。慣習が有効 に機能す るための客
醐 条件が・その前提 として腰 なので誌4客.セ マウル罰 において1ま揃 節
で強調 したように政治的 ・経済的資源が政策的に棚{に 供給 された結果 として
合鋼 達に関わる慣習が酬 三イヒされたという要因をまず挙げること力斗できる。




4)政 権 の正 当性調達
そ して最後 にセマ ウル運動 の政治的臓1こ つ いて.上 の項 でのべた ことを裏
返 え していえば・ セマ ウノ疇 業 と してお こなわれ煙 業 もそ もそ も伝統的 断 ア
われて きた 「む ら仕 事」 の域をそれほど人 き くは逸脱 す るものではなか った こ
とを意味す る。とりわ け農村道路 整備,小河川整備,下 水溝整備,屋 根改修(藁
からスレー ト瓦へ)な どの いわゆるセマウル ・カクギ事業あ るいは小規模灌概施
設 の設置 ・改修 などセマ ウル運動 の初期 に重点 的 に行 われ た事業 は,そ うした
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性格 が強か った と思 われ る(i述のようにこれらの事業の進捗率は概して高かった)。
したが って初期 の段階において は,も ちろん政府の行政的 ・財政的 支援 による
(42)
事業の 「刺激点火」が効果 を及ぼ した ことは否定で きない(そして後期になるほど
その傾向が強まっていく)が,農 民が従来 日常 的に行 な って きた 「む ら仕事」を政
府が拾 いLげ てセマウル事業 として定義 し直 し,そ れを統計 のLに 表 したに過
ぎない,と いって もそれ ほど的外れな表現で はなさそ うで ある。
か くてセマウル事業の 「大成功 」を示す統計が出来 ヒが るが,今 度 はその数
値 自体 がひ とり歩 きをは じめ る。 すなわち,政 府 はこの数値 を,農 民が現政権
の政策 に対 していか に積極 的に呼応 して くれてい るのかを端的に示す もの とし
て大 いに利用 してゆ くことになる。農民の意識 においては,従 来通 りの 「む ら
仕 事」と して1`分(たち)の ためせいぜ い洞 里 という集団 のために,即 自的に作
業に参 加 していた と推察 され るか ら,政 府 はセマ ウル事業統計の作成 という簡
単な作業によ って,農 民 の こうした 「自分(た ち)の ため 」「洞 甲のため」 とい
う意識を 「国家のため」 とい う意識 にi`働的 に翻訳 して国民 に公表す る機構 を
手にいれた とい うことがで きる。
しか も朴政権 は 「部落民 がた とえ願 って も制限 された部落民 セセ義 を農村地
(43)
域 にお けるrl治政府 の体制 に発展 させ る ことを許容 しなか った」。 セマ ウル運
動 を巡 る洞 甲内での合意形成 に関わ る農民 たちの経験 が地方 自治へ と発展す る
道 は,制 度 的に封殺 されて いたので ある。 そればか りでな く,次 節 で述べ るよ
うにセマ ウル運動 は隣接洞[H間での競争心 を助長 する とい う結果を もた らして
お り,し たが ってセマ ウル運動 とい う文脈 にお いては,洞 弔の枠を越 えて農民
が何 らかの政治的合意 を形成 してゆ こうとい う動 きが洞Tの 内部か ら生 まれ る
こと も困難であ った。これ ら2点 において セマウル運動 は,「韓国的民 一1{-i義の
実践道場」 の枠組みを踏み出す ことはなか ったのである。
か くして朴政権 は,セ マウル運動 を推進す ることによ って 「十一月維新すなわ
ちセマ ウル運動」 と顕揚 して きた 自らの政治的IL.当性 を,何 らの政治的 コス ト
(農民の政治勢力化)を 支払 うことな しに,容 易に獲得す ることが で きたので あ
る。
36商 経 論 叢 第28巻 第4号 (137)
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に イ ンフ レに よ り強 く翻 弄 され る都 市勤労 者 家計 の実 質 的切 りさげ を意 味 す る」
(梶村 秀樹 「韓国 の農 家経済 の現 状 ・素描 」『経 済貿 易研究 』第9号,1981年,48頁
よ り引用)と い う指 摘 は 重要 であ る、,
(2)桜 井浩,前 掲 「韓 国経済 にお ける農 業の位 置 」46頁参 照。
(3)倉 持 和雄 「70年代韓 国 にお け る農 業労 働構造 の変動 」『ア ジア経 済』第25巻 第1
号,1984年1月,46頁,お よ び金綱 華 ・金乗鐸,前 掲 『経 済発 展 と米穀 政策』208
頁 よ り算 出。 ただ し,「モ デル団地 」 は含 まな い。 なお,集 団栽培 と称 しなが ら も
生産過 程 での集団作 業 は殆 ど行 わ れ なか った よ うで あ る(倉 持 論 文,46・47頁参
照)。
(4)前 掲 『セマ ウル運 動10年 史(資 料篇)』36頁参照。ただ し,す べて の作 目班 が稲
作組織 では なか った。 稲作 目班 のみ の数値 は不明 だが,76年 には稲 を含 む 「食糧
作物 」の作 「1班は全体 の57%を 占め ていた(前 掲C協 セ マ ウル運動 の現況 と方
向」8頁 参照)。
(5)韓 国肥 料i二業協会*『 肥料 年鑑」1983年版,153頁参照。
(6)前 掲 『セ マ ウル運動1⑪年 史(資 料 篇)』39頁参照。
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済』第24巻 第12号,1983年12月,34頁参照。な お,農 業機 械生 産額 に対 す る輸
出額 の比 率 は77年 で1.4%に過 ぎな か った(後 者論文,28頁 参照)。
(22)前掲 「セ マ ウル運動10年 史(資 料篇)』53頁参照 。
(23)黄仁 政,前 掲 書,182頁参 照。
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後 の在 庫期 間が不 明 なため,便 宜L,76・77年の総生産 台数 に75・78年の生産 台
数 の¥f数を加 えた。
(25)谷浦 孝雄,前 掲1韓 国 機械r業 の輸 出戦 略 と二重構造」28頁参 照。
(26)馬淵 貞利,前 掲 「1970年代 にお けるセマ ウル運動 と韓国 農 業」231頁参照。
(27)黄仁 政,前 掲 書,159頁参照。なお,「農 村地域 貯蓄」とはセマ ウル金庫 と農 水協
の貯蓄 を あわせ た もの(貯 蓄額 構成比 は77年 で それ ぞれ28%・72%)。なお,80
年現 在 で セ マ ウル金庫 資産 額 の うち70%が 都 市部 の そ れの もので あ った(前 掲
『セ マ ウル運動10年 史(資 料篇)』72頁参照)か ら,[農村地域 貯蓄」 と して は若f
過大 な数値 とな って い る。
(28)前掲 「農 協セ マ ウル運動 の現況 と方向」8・9頁 参照。 なお,76年 で[セ マ ウル
購 販場 」は12千弱(同,9頁 参照),農 協連鎖 店 は1.3千強(前 掲 『セマ ウル運動










(37)播 性 紋(宇lh博 訳)1農 家 所 得 の 決 定 要因 と所 得 分 配(抄 訳)」 『ア ジ ア経 済1第
23巻第6号,1982年6月,121頁 参 照 。 な お,こ こ で い う 「共 同 財 産 」 と は 洞 契 な
ど洞 甲 内 契 組 織 が 有 す る財 産 を 指 す と思 わ れ る、,
(38)李 萬 甲,前 掲 書,312・313頁 参照 。
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同_1二書,54ガ{。
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同 上 論 文,ll6頁 よ り引 用 。
以 上,黄 仁 政,前 掲 書,118頁 参 照 。
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(39)前掲 『セ マウル運動10年 史(資 料篇)」18・19頁参照。
(40)rw玲1韓 国 の農 村開 発 … 『セマ ウル運動 」 と地 方行政 」『1アジア経 済』第25
巻第8号,1984年8月,63頁 参照。
(41)拙稿 「植民 地 期朝鮮 の農 業政 策 と村落」『朝鮮 史研究 会論 文集』第29号,1991年
10月は,植 民地 朝鮮 にお いて1930年代 に は洞ll{内で の農 地 配分 を巡 る慣 習が 充
分 に機能 しえな くな って しま った状況 を論 じて い る。
(42)前掲 「セマ ウル ・it動10年史』207頁よ り引用。
(43)韓昇助,前 掲 論 文,117頁よ り引川。 ここで 「制限 され た」とい うの は,「部落民
i播義 の[標,権 能 そ して範 囲 が あ まりに低 くて狭 い範囲 に局 限 されて いた」(同
ヒ)と い う意味 であ る、,
第4節 セマウル運動の限界 と変質
1)洞 里間格差の増大
黄仁政氏 によ ると,セ マ ウル運動 は農村地域間 の均衡 的な発展 を もた らした
とい う。そ してその根拠 と してs第 一一に77年以降 の[基 礎 マ ウル」の消滅78
年時点で の大lr/(82%)のマ ウルの 「rl凱マ ウル」化,第=に マウルの こうした
(1)
発展段階別 の比率が道 ごとに大 きな差異がない点,を 指摘 してい る。
しか し,別 の調査資料 によ るとこの結論 はにわかには首肯で きないところが
あ る。まず,500洞Ll!44千戸 に対す る75～76年の調 査による と,1戸 当 り平均
所得 は75年 時点で 「r泣マ ウル」「n助マ ウル 」「基礎 マ ウル」の順であ ったば
か りで な く,75～76年間 でのその伸 び率 はそれ ぞれ33.3%・32.0%・22.5%と
「基礎 マウル」 のそれが とくに低 い値 を示 して いる。 この調 査結 果の引用 者は
「セマ ウル 事業 は部落の所得 を向1二させ る効 果 を もた ら して いる。 ゆえ に部落
(z)
間の所得格差を激化 させ る一一面 もな くはない」 と結 論づ けている。
また前出の10洞 弔に関す る実態調 査におい て所得 水準 別 に先進 ・後進 の 二
つの グループに5洞 里つつ分類 して両者を比較す ると,1戸 当 り所得格差 は78
年現在で は 」%に達 している ものの,71年 時点で は10%に過 ぎなか った。71
～79年間 での年間rli均所得増加率 が 前者3.4%に対 して後者L1%に とどま っ
たのであ る。 そ してx両 者でのセマ ウル事業実績 をみ ると,平 均通算 箏業件数
では前者163に対 して後者72,1戸 当 り年間 平均投 資額で は前 者8万 ウォンに
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(3)
対 して後者2万 ウォ ンと大 きな格差が生 じてい る。 この調査 もまた,セ マウル
運動が洞 丁間の所得格差 を縮小 させ る機能 を必ず しも果 た してはいない ことを
示 してい る。
政府 は,先 述 のよ うに,セ マウル運動へ農民 の参加 を促 す方策 と して 「優秀
マ ウル優先 支援 原則」 を打 ち出 した。 この施策 は洞[且間 の競争心をあお ってセ
マ ウル事業を進展 させ ることには確か に…淀 の効 力を発揮 した といえ る。 しか
くの
し他方 では,疏 地条件の違 いによる事業その ものの容易 さやあるいは前節で 言
及 した構成 員間の合意調達 の容易 さとい った条1牛に規定 されて,セ マ ウル運動
初期 の段 階で生 じたであろ う事業実施 の難易度 の洞 唄間での格差 を,そ の後 さ
らに拡大再生産 させてゆ く役割 を も果た してい った と考え られ る。
もうひ とつ 「優秀 マウル優 先支援原則」 によ って生 じた問題点 と して洞 里間
での排他性 の助 長 とい うことが1"'げられる。 先に も利用 したア ンケー ト調 査に
よると,「隣接 マウル との共同作業」が1大 変 よ くな されてい る」「比較的 よ く
な されて いる1と 答 えた ものを併せて ト 般 マウル」56.4%に対 して 「受賞 マ ウ
ル」は50.1%に留 ま り,逆 に 「やや難 しいi「たいへん難 しい」 と答 えた ものは
併せてそれぞれ23.3%・31.6%であ った。 黄氏 は この結果を もって 「伝統 社会
で も別の集団や 部落 に対 して排他的な傾 向が ないことはなか ったがS農 村 セマ
ゆ
ウル運動 は これを相 当 に助長 した」 と評価 して い る。 セマ ウル事業 の内容 が
「高度化」す るにつれて,当 然 事業規模 も洞 胆の範囲を越 えて拡大 してゆ く。 し
たが って,セ マ ウル運動 を通 じて澗T-.間で の排他性 が このよ うに強 まって し
まった ことは,セ マ ウル 事業の技術的合理性 と合意調達 コス トとのあいだに大
きなギ ャップを生んでゆ くこととな った といえ よう。前述 の よ うに77年 か ら
は単位農 協が 寸こ体 となって面を単位 とす る 「セマウル所得増大綜合開発 事業」
が開始 され てい るが,そ の背 景 に はこ うした問題点 が存在 していたので あろ
う。
2)合 意調達費用の外部化
上で利用 したアンケー ト調査での興味深い数値をさらに2例 紹介 したい。ま
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ず 「転業意志」 に関す る質問 に対 しては 陣云業 の考えな し」 が 「一般 マウル」
で54.9%,「受賞 マウル」で51.8%,「考えあ り」が 「機会 があれば」 と 「必 ず」
を併 せて それぞれ'a%・46.7%であ った。 また,「移住 時 の耕地 の処分対 象
者」 に関 しては,「価格 が安 くて も隣人に」 とい う回答 者が 「一般 マウル」 で
35.8%,「受賞 マウル」で は23.1%,「少 しで も高 ければ他地域 の人にで も」「そ
の時 に な らな ければ分 か らな い」 が 一般 ・受 賞 マ ウルで それぞ れ,11.1%・
く　ラ
14.1%,47.7%・58.3%であ った。
まず前者の設 問に関す る数値で は,農 業所得 が1一 般 マ ウル」 に くらべて相
対的 に大 きいはずの 「受賞 マ ウル」 にお いて脱農 の意志 を持っ農家 の比率 が高
い点 が注 目され る。 ところで家計 支出額 に1-CIめる教育費比 率の推移を見 ると,
70年代 前半には農 家 と都 市勤労 者 世帯 とが ほぼ同一水準 であ ったのが70年 代
後 半にはいると前者 ヒ昇 ・後 者 ド降 とい う対照 的な動 きを示 し,70年代末 には
{7}
2倍以 トに開 いている。70年代 に一一定程度の改善を実現 した農家所得 のかな り
の部分を農民 はr女 の教育 に費や し,そ れ によ って次 世代 において都 市での,
農 民 よ りは安 定的 な生活 を実現 しよ うと努 めて い った といえ る。 したが って
「受賞 マ ウル」での脱農願蜷の強 さは,(相対的)高所得実現一一教育費高負担 可能
化一 子女の高学歴化 とい う現実 に裏打 ちされた ものであ った といえよ う。
さて後 者の数値 は,「…般 マ ウル」に比べて 「受賞 マ ウル 」でのほ うが洞 弔と
い う集団 に対す る即 自的帰属 意識 が希 薄化 して いた ことを示唆 す る ものであ
(8)
る。農家所得 の向」二に ともな って洞 里内の相 互扶助的関係か らのr位 化がすす
んだ こと,あ るいはテ レビの普及 や交通 手段 の発達 によ って外 部(特 に都市部)
との接触機会が増 人 したことなどが,こ う した農民 の 「個 人}義 」化 の…般的
な原 因 と して指摘す ることがで きよ う。 さ らによ り直接的 な要因 と しては,上
で指摘 した脱 農 ・離村指 向の強 ま りとい うこととの関連 を挙 げ る ことがで き
る。構成員同 ヒの密接 な1且1接匹は洞 里の 「共同体1的 紐イ1}を担保す る要素のひ
とつで あるがaそ れ は現居住 者間 での直接的 な面接性 ばか りではな く,数 世代
前か らその洞 甲内に居住 した記憶 とそ して将来何 世代かにわた って も同 じよ う
に居住 し続 けるであろ うとい う想像 力によ って補強 されている と考え られる。
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ところが上で見たよ うに近 い将 来あ るい は次 世代 において脱農 離村を志す農
民 が半数 に及ぼ うとす る状況 の下で は,洞 里に対す る農民 の即 自的帰属意識が
希薄化 し,農 民 の行動 に機会老義的 な色合 いが強 まってゆ くのは当然 の ことで
あ った。
こうした農民 の 「個 人}義 」化 は,必 然的 にセマ ウル運動 の展開に も一定 の
影響 を及 ぼす ことになる.そ の具体札1を示す ひ とっの事例 として再 び先のア ン
ケー ト調査の糸課 を州 したい.1セマウル蝶 の発案 剤 に関す るlll{いに対 し
て,「 搬 マ ウル」 で は 「マウル住民」(35・7%)・「マ ウル儲 欄 発委員」
(2。.9%).「郡面か らの指ン〕≒」(19.2%)の1f頂であ ったQ)に対 して・「受賞 マウル」
で は 「マウル住民.(3・.5%)・圃1面か らの指示 」(24・6%)・「マウル有志 欄
発委則(16.8%)とい う数値 を示 してい(9).すなわち,「一般 マ ウル」の1まうが
洞里住民の内部か らセマ ウル事業 の燃 がなされ る傾向が強 く・「受賞 マ ウル」
ではむ しろ官庁 樽 に よる発案 の傾i司が強か った といえ る・ 「一般 マ ウルの場
合に行政府 の指示がかな り少 なか った とい う事実 は・ セマ ウル事業の成功 のた
めに はセマウル指導 者が蝶 発案者 とな らねばな らなか ったとい うより1よ・逆




洞靹 の内在的腰 請に応 じて里洞開発委舩 が蝶 計1由iを礫 しそれに対
して政府が補助金配布や融資を行 ってセマウル事業の実施を支援する,と いう
のが当初設定されたセマウル運動の実施プロセスであったわけだが,こ の時点
では逆に,よ り有利な支援条件を政府か ら引き出すために各洞 甲が政府の弔点
目標に対応 して事業計画を紅1みウ1て いる姿を見て取 ることカまで きる・見方を
かえればこの動 きは,有利な補助金や融資が付かなければ事業実施に対する洞
里民の合意調達が困難をきたすに至ったことを示 している。セマウル運動の特
徴のひとつ として事業実施に対する合意調達 コス トが洞里内で 「内部化」され
ていた点を前節で指摘 したが,こ のように70年代後半にはその特徴点 も薄 ら
ぎ,行政 ・財政がそれを補助金や融資 というかたちで負担することではじめて
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事業が実施 に移 されるよ うにな っていたのであ る。
ところで・ これ まで たびたび指摘 して きたよ うに70年 代 を通 じて糧 の農
民 が脱農 離村 し濃 家戸 数1ま70イ1{の2,483秤か ら79{1こには2,162刊fへ
と13%の減少 を示 して いる。 と りわけo.町 歩 未満 のr_1=・*7細農 と2町 歩以Lの1
層農 の減少 が激 しく,そ の結果0.5～1町歩層 のみが この聞構成比を33.2%から
(11)
35・3%へと増加 させている。現象的には このよ うに,農 村内の階層構成 は70年
代を通 じて60年 代 よ りも一一 均質化 して い った とい うことがで き,そ の限 り
ではセマウル箏業 に対す る合意調達 のための取 引費用 はよ り低 ドしたロ∫能性 も
ある といえ る。 しか し他方ではL述 の ように農民 のf個 人1義/化 ・機会1義
化がすす み,と りわけ将 来の農業経営 の縮小 ・拡大 をめ ぐる思惑 の違 いが顕在
化す ることで・ セマウル事業に対す る積極性 に も農家 ごとのバ ラツキが当然 な
が らでて くることとな ったはずであ る。 しか も70年代後 半に人るとセ マウル
事業の内容が1=地基盤整備 や経済作物 ・畜産導 入 とい った農業経営 によ り直接
的に関連 した もの,あ るいは住宅改良 のよ うに将来の居住継続 を前提 と した も
のが中心 を占めるようにな'・た ことがその傾向 をさ らに助 長 したといえ る
。
また,零 細小作農層 の人 賦離村 によ って70年 代前半に は…一旺低 ドをみせ た
小作地率が・70{敵後 半に人 ると再び増加 に転 じて いる.そ れ は鞍 離 儂 家
の不在地1く化 および高齢農家の在村地1'化によ って もた らされたといわれ1岩
。
L述のように70年代には…見農家階層 の均質化が進んだように見受けられる
ものの・実際には農地所有をめ ぐってはこのよ うな錯綜 した関係が形成 されて




よって濃 村部での労賃水準は急速なげ を示 してし竃 このこと1ま,セ マウ
ル運動 が無償労 働提供を前提 とす るか ぎり,た とえそれが農閑期をね らって実
施 され るとはいえ・農民 に とって は機会費用 が高まることを意味 している。 そ
してそれ は・ セマウル事業に対 す るよ りシ ビアーな費用便 益計算 を農民 に促す
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ことにな り,そ の結果農民 ごとの思惑の違 いを よ り一層顕在化 させてい った と
いえる。
以 卜見て きたよ うに,洞 甲内の状況 の変化 と事業内容 の変化をめ ぐる3っ の
要因 によ って,セ マ ウル蝶 実施 に文上す る洞 膿 民 の臆 継 は洞 弔内の資源
のみで はその遂行がで きな くな り,行 政的な督励や財政 支lll(補助金 ・融資)が
祠 欠なものとなるに至鑑 セマゥノレ運動 とい引 翻1樋 じてセマゥノレ
事業を推進す る とい う政府の戦略 は ここで大 きな限界 に突 き当た り,か くてセ
マウル事業は,… 般 の公共事業とそれ ほど差 異のない ものへ と変質 してい った
といえ よう。
ところで,「移住時 の耕地 の処分」 とい う前掲 の質 問に対 して,1価 格が 多少
安 くて も隣 人に売 る」と答えた人の比率が 「一般住民1で は28.1%であったの
ロゆ
に対 して 「セマウル指導 剤 では39.8%に及んでい るoマ ウルキ鱒 者 は・ 襯
的 には1撚 として冊 に文寸す る帰属餓 を他 の構 成員馴=に 強力に持 ち続 けて
いた.そ れゆえにセマ ウル・礫 錨 包への舗 調達 とい う励ilこお いていわゆ る
「政治齢 業家 」と して騨 暑的に 鋸 麟 いえたのであ る・しか し セマ ウル運
動が 単な る公共事業へ と変質 してゆ く過程 において は,セ マ ウル指導fiは政府
の意 向に(ir`、ていか に多 くの資源 を行財政か ら引 き出 し・ それを もって いかに
洞i眠 を説得す るかに腐心 す るとい う,糊 的 には燃 ゆ エージェン トの役割
を演 じることにな ってい ったのである。
3)価 格政策の限界
農家所得の相 対的向 ヒあ るいは農村市場 の拡 大 とい った点を セマウル運動 の
効果 と して 前節 で は紹 介 したが,そ れ はい うまで もな くセ マ ウル運動 の みに
よって もた らされた もので はなか った。 セマウル運動が ト分条件 であ った とす
れば,必 要条件 と して そこには政府 の価格政策 が関 わ っていたのであ る。 セマ
ウル運動 その ものか らは論点 がはずれ るが,セ マウル運動の展開を背後で 支え
た価格政策 の限界点 を本節の最後 に整理 してお きたい。
70年代韓国農業 における水稲生産 ノJの増 大は,基 本的 に新品種導 入 と化学 肥
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料増投 によって もたらされ た。 そ して このふ たっの要素 に対 して は政府の価格
政策が人 きく関 与 して いる,,
すでに述 べたよ うに61年 には米穀政府買入制 が再開 されて いるが,そ の後
70年には政府買入米 に 二重価格制が採 用 され,政府 買人価格 と売渡価格 とに逆
ザヤを生 じさせた。 さらに76年 か らは新品種 米穀 のみ にこの政 府買入制度 を
適応 させて・新品種普及を価格面か らサポー トして い くこととな った。 とはい
え,政 府 買入1亘は生産 量全量で はなか った。76～80年間で は新品種生産量 の3
(i6)～4割 にとどま って いる。 もともとイ ンデ ィカ ・ジャポニカ両系の雑種であ る
新品種 は食味 の点 で在来種に劣 ってお り,そ のため市場価格 も相対的 に低位 を
免れなか った。 か くて新品種の市場へ の出回 りが増 人す るにつれて在来種 との
市場 での価格 差は拡 人 した。新品種作付面積比 率が ピー ク(7s.2%)に達 した翌
79幣 は農村lf∫場蹴 儲 の格ノ{…もまた ピーク(対 在糊 鰍 ヒ8・・9%)を示 し
て いる。新品種 と在来種 とで は田植 ・収穫期 に ズ レがあ り,そ のため両者の作
付樋 切に組み合わせる昂 霞作労働 ピークを緩和すること加 」倉旨であ塊 新
CIIII?_の過度 な導入 は価格面 か らも農作業効率の面か らも稲作経営 に不合理 を も
た らした といえ る。「1975年か ら1980年まで は新品種植付面積拡大 が政府の行
政-_..!11使に よ って 強 制 的 に千∫わ れ る場 合 が 多 か 魏 」 と い う。
他方政府 に とっては,米 穀二 重価格制度 は 「米穀特別会計」 の赤字化 を もた
らす元凶 となった。74米穀年度 に 「米穀特別 会計」は赤字 に転 じ,以後70年 代
を通 じて大麦 ・裸麦会計 とと もにf「糧穀特別会計」におけ る赤字 の双壁 をな し
た。 この赤字 は韓国銀行か らの借入 と糧穀証券 発行(韓 銀引受)に よって補墳 さ
れ,結 果 として通貨増 発→ イ ンフ レ進行 を もた らす こととな った。
新品種 は耐病性が大 きな利点で あ ったが78年 以降連続 して熱稲病 が発生 す
るよ うにな りyと くに80年 には壊滅的な打撃を受 けてい る。こう した技術的 な
限界を直接 的契機 として,新17C]作付比率 は78年以 降急減 し,81年 にはわず
か26.5%に留 まっている。
次 に,化学肥料 の価格政策 にっいて述 べ る。化学肥料供給 事業 は62年以降政
府の魏 を受 け磯 協が独占的におこなって親 そのif-協は,政 府櫓 。∫
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した価格で肥料会社か ら引受 。ナて痴 浩 示価格で販売を行 った・66年～78年
間においては,76年を除いてすべての年次で引受価格 は販売価格を下回 ってお
り,その纈 は政府勒 金によつて辛甫填されている・とくに72～聯 こは撒




支持政策は,肥 料増投 と新品種導入による米穀増産を刺激 し,その結果として
稲作所得の増加をもた らした。そ して稲作所得増加は農村消費財市場拡大に一
定磯 の寄 腔 したといえよう.セ マウノレ翻 の展開過程において鮒 での生
産財 ・消費財市場が拡大 していったことを前節で強調 したが,し か しそれも,
これまで見てきたように膨大な財政 娼 ひいてはインフレの助長という代価を
(22)
支払 って は じめて実現 しえた もので あった ことを確認 してお きたい。
(1)黄 仁 政,前 掲 『韓 園 の綜 合 農村開 発』161～163頁参照。
(2)..'-i性紋t前 掲[農 家 所得 の決定 要因 と所得分配 」121・122頁参照 。
(3)A.Goldsmith,op.cit.,pp.439-449,443-445.
(4)例 えば李 萬甲氏 は,電 化 事業や 上水道設 置 事業の場 合 に集村 に比 べ て散村 で は
酬 が割 高 にな りそれだ けイ眠 の費 川負担 問題 が深 亥liにな る とい う指擬 行 って
い る(前 掲 『韓国農 村社 会研究』284・285頁参照)。
(5)以 上,黄 仁 政,前 掲 書,93・94頁参照。
(6)以L,同 上 書,87・89頁参照。
(7)前 掲 『韓 国 の経済 開発 と労使 関係』第2篇 第4章(川 口智彦 ・小林謙一…稿),167
頁参照 。
(8)な お この設 問 は 「洞 里の一ヒ地 」「洞 里住 民 の先買権」 とい う意 識が農民 に もまた
調査 者に もあ った ことを示 して お り,そ れ 自体 が興味深 い。
(9)黄 仁 政,前 掲書,136頁参照 。
(10)i司」二書,136・137∫{より弓1∫月。
(11)梶村秀 樹,前 掲i韓 国 の農家経 済 の現 状 ・素描」44頁参照。 なお,70年 の数 値
はそ の 前後 年 次 の数値 と比 べ て やや異常 で 前後2年 次 で はいつ れ も31.7%であ っ
た0
(12)朴珍道,前 掲 「戦後 韓国 におけ る地 主小作関係 の展開 とその構 造(1)」15～17
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頁参照。
(13)倉持 和雄,前 掲 「70年代 韓国 にお け る農 業労 働構造 の変動 」32頁参照
。
(14)この段 階 まで ことが進 む と,外 部 か ら洞 里内 に持 ち込 まれ る政 治的 資源 の ひ と
つ(し か もきわ めて強力 な)と して,行政 に よ る事 業 の強制的 な実施 が な され た こ
とも碇 で きない・ ノ・ン ・ドゥヒ ・ン,肖閥 魍 家 勧 の農民統 制 と動 員政 策」
133～143頁は この点 を強調 して い る。 また馬淵 貞利氏 は,環 境 改 善事業(と くに
1住微 良 蝶 慷 瀦 造 改善事 業」)にお け る 「強制的性 格」を強 調 して い る(前
掲Iml97Q年代 におけ るセマ ウル運動 と韓国 農業 」238～zoo頁参照)。さ らに別の 一
例 と して・ セマ ウル事 業の ひ とつ であ った 「稲 集団栽培 」 に対 して は,「集団栽 培
とい う名 の もとに新 品種栽培 の契約 を 半ば強制 的 にな し得 た」(倉持和 雄
,前 掲 論









黄仁 政,前 掲 書,107頁一参照。




韓国肥 料1二業協会,前 掲 『肥 料年鑑』1983年版,i79頁参照 。
以L,播 性 納,前 掲 論文,119頁参 照。
なお,70年代 に普及 の端緒 にっ いた動 力耕転 機 の場 合,政 府 は購入 資金 の60%





か ら捉えて・梶村醐 は 「1回限 りの飛鋤 と呼んだことがあ(1)。 しかし,「統






動 もまた,梶村の表現を借 りて 「1回限 りの飛躍」であったと形容することがで
きる。そしてその原因 もまた経済的与件の変化に依 るところが大 きか ったとい
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え る。農地改革 と脱農 ・離村者 の大量発生 とい う50・60年代 におけ る韓国農
村 の変化 の結 果 と して もた らされ た農村 階級 ・階層構成 の均質 性 とい う特性
が,セ マウル運動 の初期にあ って は事業推進 に有利 に機能 してい った。 それに
対 して,70年代を通 じた一層 の経済成長 の結果 として,引 続 き大量の脱農 ・離
村者が発生 し,ま た農家経営 の多様化 が進展 したために,徐 々に外部か らの政
治的 ・経済 的資源 に依存せず にはセマ ウル事業 が実施 に移 され な くな って し
まったのである。 このことは政府 に とって も洞 里農民 に とって も,セ マ ウル運
動が 「運動」 としての魅力をすで に喪失 して しま った ことを意味 している。
セマウル運動 は,そ の強力な発案 ・推進者で あ った朴大統領 の死(79年)以
前にすで に変質 しは じめ,そ の歴 史的命脈を終 えて しまって いた とい うことが
で きる。
(1)梶 村 秀樹,前 掲 「韓 国 の農家 経済 の現状 ・素描 」,51頁参 照。
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